
28

〇

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 1,882

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 1,882

主な
理由

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

800

需用費
コピー機使用料等

244

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

アドバイザー会議及び研修会の
会場使用料 30

負担金補助及
び交付金

職員の研修参加費
8

29当初予算 98 0 2.001,882

旅費

0

内容

他自治体の児童相談所視察旅
費等

1,784

内容 金額

報償費
アドバイザー及び講師への謝礼

800

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

2.0027決算

28当初予算

28年度人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
平成31年4月の児童相談所開設に向けて、施設の建設準備を行うとともに、アドバイザー（学識経験者等）を交えた運営内容
の検討並びに、政令指定に向けた厚生労働省や県との協議を進める。

事
業
内
容

主な事業内容は以下のとおり。

１．設置に向けた検討
　（１）学識経験者等を交えた意見交換の実施
　（２）先進市等との意見交換の実施

２．政令指定に向けた協議
　（１）厚生労働省との協議の実施
　（２）県との協議の実施

３．施設の建設
　（１）施設の基本・実施設計
　（２）施設の新築工事

　【設計及び工事スケジュール予定】
　　平成29年2月（～平成29年10月）  基本設計
　　平成30年4月（～平成31年2月）　  新築工事
　　平成31年4月～　　　　　　　　　　　 児童相談所開設

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、児童相談所運営指針、児童虐待
の防止等に関する法律

事業 児童相談所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童相談所整備事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097

平成29年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

1,882 0

目標年次 単位 目標値

平成２８年度当初事業費予算はありません。 

ただし、平成２８年１２月補正予算にて、委託費

40,000千円を確保。 
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○

○

合計（Ａ） 29,520 合計（Ｂ） 40,854

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 11,334

主な
理由

中核市移行関連経費及びふれあいプラザあかし西改修に伴う経費増のため。

その他
コピー、ＨＰ用パソコン、講習会
等会場使用料　研修参加負担金 999 その他

コピー、ＨＰ用パソコン、講習会
等会場使用料　研修参加負担金 8,701

委託料
子育て支援センターにしあかし、
うおずみ、おおくぼ北、おおくぼ
の運営業務委託

25,157 委託料
子育て支援センターにしあかし、
うおずみ、おおくぼ北、おおくぼ
の運営業務委託

26,130

傷害保険料、布おもちゃ等クリー
ニング代 317 役務費

傷害保険料、布おもちゃ等クリー
ニング代 1,033

需用費
事務用品、プレイルーム用絵
本、情報誌印刷、講師用お茶等 1,970 需用費

事務用品、プレイルーム用絵
本、情報誌印刷、講師用お茶等 3,970

2.30 合計 5.30

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

旅費
研修参加、事務連絡旅費

60 旅費
研修参加、事務連絡旅費

60

区分（節） 内容 金額

報償費
講師、託児等謝金

1,017 報償費
講師、託児等謝金

960

役務費

29当初予算 40,854 15,860 56,714 19,174 0 5 37,535 任期付

27決算 29,936 20,864 50,800 20,506 0.00

28当初予算 29,520 15,860 45,380 19,976 0 12 25,392 再任用

0 8 30,286 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

1.00 その他 1.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　子育て支援センターでの子育てアドバイザーによる相談（来所、電話）（以下はあかしのみの件数、その他は「4」を参照）
　(1)　相談件数：平成　平成27年度574件　　平成28年度(見込み）700件　平成29年度(見込み）800件
２　プレイルームを設置（あかし、にしあかし、おおくぼ北、うおずみ、おおくぼ）（以下はあかしのみの件数、その他は「4」を参照）
　(1)　利用者数:平成27年度　大人18,715人、子ども19,761人、合計38,476人
　　　　　　　　　　平成28年度(見込み）　大人23,000人、子ども24,000人、合計47,000人
　　　　　　　　　　平成29年度　大人47,000人、子ども47,000人、合計94,000人
　
３　「移動プレイルームてくてく」を江井島地区で月1回開設（委託運営による子育て支援センターは受委託者が実施）
　(1)　利用者数：平成27年392人、平成28年度（見込み）340人　平成29年度（見込み）400人
４　委託による子育て支援センターの運営（NPO法人に運営を委託）
　(1)　うおずみ：H22.10月開設、にしあかし：H22.11月開設H27.4月委託先変更、おおくぼ北：H23.10月開設、おおくぼ：H27.10月直営から運営委託
　(2)　利用状況
　平成27年度うおずみ：6,460人／相談720件、にしあかし：9,882人／相談158件、おおくぼ北：4,993人／相談139件, おおくぼ：16,884人／相談127件
　平成28年度(見込み)うおずみ：8,000人／相談1,500件、にしあかし：14,000人／相談300件、おおくぼ北：5,600人／相談330件, おおくぼ：19,000人／相談120
件
　平成29年度(見込み)うおずみ：8,000人／相談1,500件、にしあかし：14,000人／相談300件、おおくぼ北：5,600人／相談330件, おおくぼ：19,000人／相談120
件
５　子育てに関する情報の収集及び提供
 　(1)　「子育て支援センターだより　にじのかけはし」（年３回6,000部発行）：プレイルームの利用者や保育所、幼稚園、認定こども園等に配布。
 　(2)　「あかし子育て情報誌にこにこ」（平成28年5月1日改訂版7,000部発行）：出生届け時等に配付し、子育て情報を提供。
 　(3)　ホームページ「あかし子育て応援ナビ」の運営
 　(4)　「赤ちゃんの駅」事業の実施：登録数　平成27年度96施設　（平成28年見込み）100施設　平成29年見込み）105施設
６　子育て支援団体等の育成及び連絡調整
　(1)　ボランティアスキルアップ講座
　　①　受講者数：平成26年度14名 平成27年度27名　平成28年度28名
　(2)　ボランティア養成講座
　　①　受講者数：平成26年度 4日間延べ79名（平成26年度より市社会福祉協議会と共催）、平成27年度 4日間延べ80名　平成28年度　4日間延べ93名
７　子育て講演会・講座等の実施
　　平成27年度開催回数：49回　平成28年度見込み開催回数：43回
８　「プレイルームでのふれあい事業」の実施
　　参加者数：平成27年度　夏休み期間：4日間25名　春休み期間:3日間23名　平成28年度　夏休み期間：3日間26名　見込み春休み期間：:1日20名

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する就学前の児童及びその保護者等 地域社会全体で子育てを支援する基盤の形成を図り、もって地域の子育
て家庭に対する育児支援及び次代の親の育成を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

プレイルーム利用者数
来所することで、子育て家庭の孤立化防止と、交流等で育児不安･負
担の軽減が図れる。

平成29年度 人 94,000

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市子育て支援センター事業実施要綱

事業 子育て支援センター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て支援センター（明石）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-002

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597
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○

合計（Ａ） 2,445 合計（Ｂ） 2,424

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -21

主な
理由

会場使用料の減による。

運営委員長会等会場使用料
68

使用料及び賃
借料

運営委員長会等会場使用料
39

委託料
子育て学習室委託料

2,240 委託料
子育て学習室委託料

2,240

1.00 合計 1.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品、ぽかぽか隊御礼等

35 需用費
事務用品、ぽかぽか隊御礼等

45

区分（節） 内容 金額

報償費
講師、託児謝金

102 報償費
講師、託児謝金

100

使用料及び賃
借料

29当初予算 2,424 2,600 5,024 1,496 0 0 3,528 任期付

27決算 2,127 4,510 6,637 4,152 0.00

28当初予算 2,445 2,600 5,045 1,630 0 0 3,415 再任用

0 0 2,485 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.50

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　子育て学習室運営委員会に事業を委託して実施する。
　(1)　各学習室ごとに学習室生を募集し、自主運営で活動する。
　(2)　年間数回運営委員長会を開催し、事務手続き等も含め学習室同士の交流と情報交換を図る。
　(3)　幼稚園・認定こども園長、地区の民生児童委員、ボランティア等の協力も得ながら事業を実施し、子育て支援課は運営方法等についての相談と、必
要な場合は職員を派遣し指導・アドバイスを行いながら、地域家庭の子育て力の向上に努める。

【実施状況】
　平成27年度
　　　　　　　　　 学習室開設数：28カ所　　学習室生数：大人818人、子ども1,010人、合計1,828人
　　　　　　　　　 学習室活動内容：座談会、工作、水遊び、運動会、クリスマス会、親子体操　など
　　　　　　　　　 運営委員長会の開催：3回（説明会、グループトーク等）
　　　　　　　　　 「ぽかぽか隊」による活動支援（おはなし会等　計５回の開催）
　平成28年度
　　　　　　　　　 学習室開設数：28カ所　　学習室生数：(平成28年12月末現在）大人787人、子ども938人、合計1,725人
　　　　　　　　　 学習室活動内容：座談会、工作、水遊び、運動会、クリスマス会、親子体操　など
　　　　　　　　　 運営委員長会の開催：3回（説明会、グループトーク等）
　　　　　　　　　 「ぽかぽか隊」による活動支援（何でも相談会、交流会、おはなし会　計5回の開催）
　平成29年度
　　　　　　　　　 学習室開設数：28カ所　　学習室生数：（見込み）大人800人、子ども1,000人、合計1,800人
　　　　　　　　　 学習室活動内容（予定）：座談会、製作、水遊び、運動会、季節の行事　など
　　　　　　　　　 運営委員長会の開催：3回（説明会、グループトーク等）
　　　　　　　　　 「ぽかぽか隊」による活動支援（何でも相談会、交流会、おはなし会　計５回の開催予定）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する乳幼児とその保護者、地域のボランティアとして子育てを支援したいと考えている方を対象に、家庭や地域
の子育て力の向上を図るため、市立幼稚園・認定こども園区ごとに自主運営で活動する地域の子育て支援の拠点として子
育て学習室を設置し、地域のボランティアの協力を得ながら、各種事業を実施する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

学習室生数
地域での子育て支援の拠点であることから、自由参加の中で参加者
が多いことは、サービスの提供と子育て支援の基盤づくりの伸展とみ
れる。

平成29年度 人 1800

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

子育て学習室運営要綱事業 子育て支援センター事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て学習室事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-003

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597
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○

○

合計（Ａ） 2,359 合計（Ｂ） 2,381

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 22

主な
理由

委託料の増額による。

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
35

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金
35

連絡会議会場使用料
コピー使用料 60

使用料及び賃
借料

連絡会議会場使用料
コピー使用料 60

委託料
子育て支援センターうおずみで
の事業実施委託料 2,174 委託料

子育て支援センターうおずみで
の事業実施委託料 2,196

1.00 合計 1.30

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品等消耗品費

30 需用費
事務用品等消耗品費

30

区分（節） 内容 金額

旅費
研修・関係機関訪問等旅費

60 旅費
研修・関係機関訪問等旅費

60

使用料及び賃
借料

29当初予算 2,381 4,220 6,601 7,924 0 0 -1,323 任期付

27決算 1,572 3,240 4,812 2,478 0.00

28当初予算 2,359 4,220 6,579 7,346 0 0 -767 再任用

0 0 2,334 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.10

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　子ども及びその保護者、妊娠している方等が、幼稚園、保育所などの施設や、地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、子育て支援センター２
か所に子育てナビゲーターを配置して、情報の提供及び必要に応じた相談・支援を行う。

２　 実施場所
　(1)　 あかし子育て支援センター
　(2)　 子育て支援センターうおずみ
　
３　平成28年度の取り組み
　(1)　専任職員を配置し、庁内関係課、関係機関との連携を図る。平成28年度（こども育成室職員講師による研修10月1回開催）
　(2)　専任職員の能力向上のための専門研修受講　平成28年度（兵庫県子育て支援員研修利用者支援事業11月3日間・同研修施設見学実習12月3日間）
　(3)　子育て支援センター会議での子育て情報の連絡・調整　平成27年度（毎月１回・年12回開催）平成28年度見込み（毎月１回・年12回開催）
　(4)　幼稚園、保育所や子育てサークルへの訪問等による情報収集　平成28年度（兵庫県子育て支援員研修利用者支援事業施設見学実習12月3日間5施
設訪問見学）
　
４　相談件数
　　あかし子育て支援センター
　　平成27年度574件(内利用者支援相談143件）
　　平成28年度（見込み）700件（内利用者支援相談200件）
　　平成29年度（見込み）800件（内利用者支援相談200件）
　  子育て支援センターうおずみ
　　平成27年度634件(内利用者支援相談442件）
　　平成28年度（見込み）1580件（内利用者支援相談1343件）
　　平成29年度（見込み）1580件（内利用者支援相談1350件）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する就学前の児童及びその保護者等、または妊娠中の方 子どもや保護者等が、幼稚園、保育所、認定こども園
での学校教育、保育や一時預かり、放課後児童クラブ等の地域子育て支援事業の中から適切なものを選択し、円滑に利用
できるよう、支援を行う。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

相談件数
利用者支援を必要としている保護者等の数を表す。今後、当事業の
周知により増加が予想される。

平成29年度 件 800

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 利用者支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
利用者支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-004

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



59

○

○

合計（Ａ） 3,893 合計（Ｂ） 3,843

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -50

主な
理由

委託料の減額

負担金補助及
び交付金

家庭児童相談員分担金
40

負担金補助及
び交付金

家庭児童相談員分担金
40

コピー使用料
19

使用料及び賃
借料

コピー使用料
19

委託料
臨床心理士委託料

3,775 委託料
臨床心理士委託料

3,725

3.00 合計 5.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品等

41 需用費
事務用品・参考書籍等

41

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費

18 旅費
近接地旅費

18

使用料及び賃
借料

29当初予算 3,843 19,300 23,143 187 0 0 22,956 任期付

27決算 3,567 23,880 27,447 158 0.00

28当初予算 3,893 19,300 23,193 187 0 0 23,006 再任用

0 0 27,289 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

1.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　家庭において子どもを養育していくうえでの様々な悩み、心配事について、家庭児童相談員が相談、助言、指導などを行う。
必要に応じて民生児童委員（主任児童委員を含む）をはじめ、関係機関と連携を図り、適切な指導、支援につなげる。

(1)　相談件数
　　27年度：1028件
　　28年度：1100件（見込）
　　29年度：1100件（予定）
　　相談件数は、全国的な傾向と同じく増加を続けており、29年度においても同程度の件数が見込まれる。

(2)　家庭児童相談室の充実を図るため、23年度より臨床心理士の配置を行っている（週3日）。
　　27年度：年間139.5日
　　28年度：年間151日（見込）
　　29年度：年間149日（予定）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内在住の児童とその養育者について、電話や面接及び家庭訪問等によって相談、助言、指導することにより、子育て
に関する様々な悩みや不安を軽減し、家庭において子どもを健やかに育てられるようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

相談件数
家庭児童相談の周知を図り、相談件数が増えることで、早期に相談し
適切な支援ができる。

平成29年度 件 1100件

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市家庭児童相談室設置運営要綱

事業 家庭児童相談事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
家庭児童相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-006

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097



8

○

合計（Ａ） 2,347 合計（Ｂ） 3,134

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 787

主な
理由

日帰り、トワイライトステイなど制度拡充による増額

0.40 合計 1.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
児童委託経費

2,347 扶助費
児童委託経費

3,134

29当初予算 3,134 8,540 11,674 1,756 0 0 9,918 任期付

27決算 1,610 6,520 8,130 1,180 0.00

28当初予算 2,347 8,540 10,887 1,312 0 0 9,575 再任用

0 0 6,950 正規 0.80 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.30 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　実施施設等の指定と解除に関する事務
　保護者からの申請の審査及び実施機関の受入可否等の確認を行い、養育・保護の決定を行う。
　養育・保護が終了したときは、実施施設等に養育に要する経費の一部を支払う。
　平成29年1月に1件、ファミリーホームの登録里親を追加した。

２　実施状況
　　実施施設等　　乳児院３か所、児童養護施設4か所、ファミリーホーム（登録里親6家庭）１か所、市内里親１家庭
　　　　　　　　　　　　平成29より、母子生活支援施設を１か所追加した。
　　平成27年度利用児童数　延297人日（内、里親家庭の利用　延175人日）
　　平成28年度利用児童数　延285人日（内、里親家庭の利用　延189人日）　（H28.4～H29.1実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一月平均利用児童数　28.5人日、平成28年度利用児童数（見込み）　延342人日
　　平成29年度利用児童数（見込み）　延738人日

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住し、児童の養育が一時的に困難となった家庭 児童の保護者が社会的事由により、一時的に家庭において養育
ができない場合等に、児童福祉施設等で養育・保護することにより、児童及びその家庭の福祉の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用児童数 利用児童数が一定数あることで、需要があると考えられる。 平成29年度 人 380

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市子育て家庭ショートステイ事業実施要綱

事業 子育て家庭ショートステイ事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て家庭ショートステイ事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-007

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



29

○

○

　

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 8,603

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 8,603

主な
理由

使用料及び賃
借料

100

委託料 6,341

役務費 150

需用費 851

合計 0.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

旅費 400

区分（節） 内容 金額

報償費 761

29当初予算 8,603 0 8,603 0 0 0 8,603 任期付

27決算

28当初予算 再任用

正規 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

実家庭での生活が困難な子どもたちができるだけ家庭的な環境で生活ができるよう、里親制度の啓発や里親登録促進をはかるもの。
特に、平成31年度に児童相談所開設後、就学前乳幼児の里親委託率100％を実現するため、開設前から里親登録の啓発等を行うことによって、明石市内
の里親登録数の増加を図る。

１　体験里親制度（「ごはん里親（仮称）」
　　「子どもの支援に興味はあるけどいきなり里親はちょっと…」という方のために、里親登録へのステップとして、夕食等を通じ子どもたちと触れ合う機会を
提供する。

２　里親啓発のための取り組み
　　里親啓発・里親フォーラム運営、里親啓発トータルデザイン（事業ネーミング、ロゴデザイン等）について業務委託を行い、里親制度の周知や里親登録に
向けた啓発を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
実家庭での生活が困難な子どもたちができるだけ家庭的な環境で生活ができるよう、里親制度の啓発や里親登録促進をは
かるもの。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

里親登録数 里親の啓発等により、明石市内の里親登録数の増加を図る 平成33年度 世帯 50

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 あかし里親推進事業

施策分野

実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかし里親推進事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097



21

○

合計（Ａ） 3,838 合計（Ｂ） 3,324

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -514

主な
理由

見込みに到達しなかったため減額。

使用料及び賃
借料

研修会場使用料等
129

使用料及び賃
借料

研修会場使用料等
116

こんにちは赤ちゃん再訪問委託
564 委託料

こんにちは赤ちゃん再訪問委託
料 444

役務費
郵送代等

566 役務費
郵送代等

527

1.20 合計 2.20

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
こんにちは赤ちゃん訪問用品等

1,919 需用費
こんにちは赤ちゃん訪問用品等

1,817

区分（節） 内容 金額

報償費
赤ちゃん交流会アドバイザー謝
礼等 660 報償費

赤ちゃん交流会アドバイザー謝
礼等 420

委託料

29当初予算 3,324 8,870 12,194 1,878 0 0 10,316 任期付

27決算 2,698 9,030 11,728 1,654 0.00

28当初予算 3,838 8,870 12,708 2,036 0 0 10,672 再任用

0 0 10,074 正規 0.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.50 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　民生児童委員（主任児童委員含む）が生後概ね4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報提供を行うとともに子育てに関する不安や悩
みを傾聴し、養育環境等の把握を行い、支援が必要な家庭に対して必要なサービスを提供する。
　(1)　対象件数　　27年度：2,721件　28年度：2,549件（～2月末見込）　29年度：2,700件（予定）

２　こんにちは赤ちゃん交流会
　子育て家庭の孤立を防ぐため、中学校区・小学校区を単位として保護者と子ども、民生児童委員（主任児童委員を含む）、保育士等が集まり、子育てに関
する講話、子育て家庭同士の親睦や交流を図る。
　(1)参加者数　　27年度：1中学校区、10小学校区 ・343組・ 738名
　　　　　　　　　　　28年度：10小学校区 1公民館 1厚生館   145組313名（1月末実績）　190組　400名（3月末見込）
　　　　　　　　　　　29年度：5小学校区　300組　650人（予定）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内在住で生後概ね4か月までの乳児がいる家庭を地域の民生児童委員（主任児童委員を含む）が訪問する事により、
子育て家庭と地域、行政がつながりを深め、育児家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育成環境を確保する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

訪問での面会率 対象世帯の保護者・乳児に出会うことで地域とのつながりが始まる。 平成29年度 ％ 100

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市乳児家庭全戸訪問事業実施要領

事業 乳児家庭全戸訪問事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
乳児家庭全戸訪問事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-008

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097



16

○

合計（Ａ） 3,981 合計（Ｂ） 3,921

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -60

主な
理由

会場使用料等の減額

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
126

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
126

使用料及び賃
借料

講演会会場使用料等
477

使用料及び賃
借料

講演会会場使用料等
417

郵送料等
211 役務費

ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝ横断幕取付
取り外し、振込み手数料等 190

需用費
ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝﾘｰﾌﾚｯﾄ・ﾘﾎﾞ
ﾝ等作成 1,643 需用費

ｵﾚﾝｼﾞﾘﾎﾞﾝｷｬﾝﾍﾟｰﾝﾘｰﾌﾚｯﾄ・ﾘﾎﾞ
ﾝ等作成 1,630

0.50 合計 6.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

旅費
事務連絡等近接地旅費、研修旅
費 266 旅費

事務連絡など近接地旅費、研修
旅費 300

区分（節） 内容 金額

報償費
こどもすこやかネット謝礼等

1,258 報償費
こどもすこやかネット謝礼等

1,258

役務費

29当初予算 3,921 48,960 52,881 1,076 0 22 51,783 任期付

27決算 2,010 21,010 23,020 811 0.00

28当初予算 3,981 48,960 52,941 1,030 0 22 51,889 再任用

0 3 22,206 正規 5.80 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.20 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　児童虐待等に関する相談等への対応
　（1）　支援策検討会議等の開催：①代表者会議　②所属長会議　③定例実務者会議　④臨時実務者会議　⑤地域サポート会議
　（2）　アドバイザーを迎えての事例検討会等
２　児童虐待防止推進のための啓発活動
　（1）　オレンジリボンキャンペーンの実施：
　　　　オレンジリボンキャンペーン協賛企業・団体募集（協賛企業・団体数　H27：87件、H28：89件。　H29年度も同規模で実施予定。）
　（2）　「こどもすこやかネットだより」の発行：年2回　各6000部
３　児童虐待未然予防のための取り組み
　（1）　家庭支援講座
　　　　子育て家庭の子育て力の向上と孤立防止を図り、児童虐待を予防するため、養育を支援する講座を開催する。
　　①　参加者数　　26年度：11名（延87名）　27年度：1回12名程度×4回（延45名）　28年度：1回20名程度×4回（延80名）（予定）
　（2）　未来のパパママ事業
　中学校等に助産師・看護師等を派遣し、生命の尊さについて理解を深める授業を行う。
　　①　参加者数　　27年度：2校・7クラス・238名　　28年度： 1校・2 クラス・55 名(見込)　　29年度： 2校・4 クラス・160 名(予定)
４　こどもスマイル100％プロジェクト
　（1）　こんにちは赤ちゃん訪問事業で民生児童委員・主任児童委員により状況確認等できなかった家庭は、子育て支援課による日中や夜間の訪問、調査
で状況を確認する。
　（2）　乳幼児健康診査未受診者に保健師の訪問等により健康状態が確認できない場合については、要保護児童対策地域協議会に連携し状況把握に努
める。
　（3）　学校教育課と連携し、就学前健診未受診で子どもの確認が取れない場合は、要保護児童対策地域協議会に連携し状況把握に努める。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内在住の子どもと、その養育者を対象に、地域、学校、関係機関が一体となって、児童虐待や児童の非行・犯罪の未然防止、早期
発見、早期対応及び再発防止を図るとともに、児童の健全育成に向けた施策を総合的に推進し、次世代を担う子どもを心豊かに健やかに
育成する。また、こどもスマイル100％プロジェクトの実施により、こどもの健康状態を直接会って確認することを徹底する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法　　児童虐待の防止等に関する法律
明石市児童健全育成支援システム設置要綱

事業 児童健全育成支援システム（こどもすこやかネット）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名

児童健全育成支援システム（こどもすこや
かネット）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-009

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097
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○

○

合計（Ａ） 8,639 合計（Ｂ） 7,172

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,467

主な
理由

ヘルパー派遣にかかる事業所委託料の減額

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料
25

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料
18

ヘルパー事業所等委託料
個人契約者委託料 8,100 委託料

ﾍﾙﾊﾟｰ事業所等委託料
個人契約者委託料 6,700

役務費
委託看護職等保険

14 役務費
委託看護職等保健

14

0.50 合計 1.40

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品、事業パンフレット印刷
等 140 需用費

事務用品、事業パンフレット印刷
費等 140

区分（節） 内容 金額

報償費
派遣検討部会委員謝礼等

360 報償費
派遣検討部会委員謝礼等

300

委託料

29当初予算 7,172 8,590 15,762 4,040 0 957 10,765 任期付

27決算 4,581 9,910 14,491 3,383 0.00

28当初予算 8,639 8,590 17,229 4,942 0 1,067 11,220 再任用

0 510 10,598 正規 0.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　子育て訪問相談
　次のような家庭に看護職、心理士、保育士等が訪問して、相談・指導の対応をする。
　（1）　妊娠期から子育てに不安や悩みをもつもの。
　（2）　出産後、育児ストレスを感じているもの。
　上記（1）（2）とも無料。

２　ヘルパー派遣
　次のような家庭にホームヘルパーを派遣して、家事・育児や相談・助言等のサービスを実施する。
　（1）　体調不良がありながら支援者がおらず、家事・育児が困難な産前の家庭。
　（2）　子育てに対して不安や孤立感を抱えながら支援者がおらず、家事・育児が困難な産後の家庭。
　（3）　支援者がおらず、家事・育児が困難で、かつ、児童虐待のおそれがある家庭。
　上記（1）（2）は費用負担があり、（3）については無料。ただし、（3）育児支援ヘルパーについては、ヘルパー派遣実施検討部会の審議を経なければならな
い。

３　ヘルパー派遣実施検討部会構成
　明石市医師会、中央こども家庭センター、明石健康福祉事務所、市関係課（子育て支援課、健康推進課）

４　派遣実績
　27年度：子育て訪問相談延べ183回(25世帯)、　産前産後・育児支援ヘルパー派遣　57世帯（1,193.5時間)
　28年度（４月～１月）：子育て訪問相談延べ108回（22世帯）、産前産後・子育て応援・育児支援ヘルパー派遣　40世帯（670.5時間）
　29年度：子育て訪問相談延べ180回（25世帯）、産前産後・子育て応援・育児支援ヘルパー派遣　80世帯（1200時間）（予定）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子育てに対して不安や孤立感などを抱える家庭や虐待のおそれやリスクを抱える家庭、児童の心身の発達に問題があり障
害を招来するおそれのある児童のいる家庭に訪問支援を行い、安定した児童の養育が可能となるようにする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

産前・産後、育児支援ヘ
ルパー利用時間数

サービスを利用することで、児童虐待の早期予防につながる。 平成29年度 時間 1200

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市育児支援家庭訪問事業実施要綱

事業 育児支援家庭訪問事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
育児支援家庭訪問事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-010

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097
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○

○

合計（Ａ） 870 合計（Ｂ） 870

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料等
3

使用料及び賃
借料

研修会会場使用料等
3

0.40 合計 1.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

委託料
ヘルパー事業所等委託料

687 委託料
ヘルパー事業所等委託料

687

区分（節） 内容 金額

需用費
リーフレット、応援券、コピー用紙
等 180 需用費

ﾘｰﾌﾚｯﾄ・応援券印刷費
ｺﾋﾟｰ用紙等 180

29当初予算 870 5,900 6,770 580 0 0 6,190 任期付

27決算 124 5,970 6,094 71 0.00

28当初予算 870 5,900 6,770 580 0 0 6,190 再任用

0 0 6,023 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　安心して子どもを育てる環境を整えるとともに、児童虐待の発生予防を図ることを目的に、出産後間もない乳児の保護者に対して家事援助等のヘル
パーの派遣を行う。

２　ヘルパー訪問により、子育て支援事業の情報を提供するとともに、支援の必要な家庭の早期発見に努める。訪問の結果、継続した支援が必要な家庭に
おいては、育児支援家庭訪問事業を周知することにより、安定した児童養育が可能となるようにする。

３　実施内容
　(1)　対　象　者　：生後６ヶ月未満児の保護者
　(2)　内　 　　容　：家事援助（調理、洗濯、掃除、買物等）
　　　　　  　　　 　　　育児支援（沐浴、おむつ交換等）
　(3)　時間・回数　：１時間×２回(無料)

４　派遣実績
　平成２７年度：９６件（利用延べ時間　１５５時間）
　平成２８年度（４月～１２月）：１２７件（利用延べ時間　２１４時間）
　平成２９年度：２００件（利用延べ時間　３５０時間）（予定）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
新生児の育児に伴う保護者の身体的、心理的負担の軽減を図るとともに、子育て支援事業の周知および利用を促進し、安
心して子どもを産み育てることのできる環境を整備する。明石市に住民登録のある生後6か月未満の乳児をもつ家庭を対象
とし、支援が必要な家庭への関わりを初期から円滑にすすめることにより児童虐待の発生予防を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

対象世帯における制度
利用率

制度利用により、本市の子育て支援の取組みを知る機会が増えれ
ば、子育て困難時の孤立化防止につながる。（利用件数/対象世帯）

平成29年度 ％ 7.0

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
明石市育児支援家庭訪問事業実施要綱

事業 育児支援家庭訪問事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育てスタート応援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-011

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5097
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○

○

合計（Ａ） 2,000 合計（Ｂ） 460

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -1,540

主な
理由

イベント開催のための会場設営費用等の削減による。

会場使用料
63

委託料
会場設営・運営業務委託

1,300
使用料及び賃
借料

会場使用料
70

0.20 合計 0.90

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品、事業啓発リーフレッ
ト、従事者・参加者用お茶等 387 需用費

事務用品、事業啓発チラシ、参
加者用お茶等 290

区分（節） 内容 金額

報償費
講師、助産師・保健師等謝金

250 報償費
講師、託児謝金

100

使用料及び賃
借料

29当初予算 460 4,570 5,030 0 0 0 5,030 任期付

27決算 422 8,200 8,622 420 0.00

28当初予算 2,000 4,570 6,570 0 0 0 6,570 再任用

0 0 8,202 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.10

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　市の子育て支援への協力や独自の子育て支援を行う企業を「あかし子育て応援企業」として認定し、その取り組みを市ホームページなどで広く周知す
る。

２　応援企業が参加する実行委員会形式により「あかし子育て応援メッセ」を開催し、応援企業のＰＲを行うとともに、計画段階から応援企業が参加しながら
イベントを行い、応援企業同士の交流を図ることで、より一層の取り組みの推進を図る。

３　実施状況
(1)認定企業数　平成27年度　148事業所　平成28年度　156事業所
(2)オレンジリボンキャンペーンへの協力　平成27年度　87事業所　平成28年度　121事業所
　11月に実施するキャンペーンにポスターの掲示やリボン着用を実施。
(3)赤ちゃんの駅への新規登録　　平成27年度　15事業所　平成28年度　2事業所
(4)あかし子育て応援メッセ実行委員会の開催　　平成28年8月5日、9月21日　明石市役所　実行委員：9社
(5)あかし子育て応援メッセの開催（平成27年度は「子育てハッピータウンあかし啓発事業」で実施）
　平成27年10月24日　アスピア明石（生涯学習センター）　参加者数：約2,900人
　内容：親子ふれあいひろばの開催、子育て応援企業ブースの開設、特設遊び場の設置、無料子育て相談の実施　など
　平成28年10月29日　アスピア明石（生涯学習センター）　参加者数：約2,800人
　内容：子育て応援企業ブースの開設、特設遊び場の設置、無料子育て相談の実施　など

４　平成29年度の取り組み
(1)子育て応援企業同士の連携を深めるための連絡会議を開催。
(2) 子育て応援企業と子育て世帯、子育て支援のNPO団体、子育て支援ボランティア等との連携を目指し、講演会と交流会を合わせた子育て応援フォーラ
ムを実施。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
企業による子育て支援への取り組みを促進し、その取り組みを広く紹介することにより、安心して子どもを産み育て、子どもが
健やかに育つまちづくりを進める。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

認定企業数
事業の趣旨に賛同し認定を受ける企業が一定数あることで、官民一
体となって子育て応援に取り組むまちづくりにつながる。

平成29年度
企業・事業

所
180

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

あかし子育て応援企業認定事業実施要綱事業 子育てハッピータウンあかし事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て応援企業認定事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-012

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



27

○

○

合計（Ａ） 908 合計（Ｂ） 908

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

0.00 合計 0.20

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

委託料
アプリ保守業務

908 委託料
アプリ保守業務

908

29当初予算 908 1,620 2,528 0 0 0 2,528 任期付

27決算 3,543 4,100 7,643 2,299 0.00

28当初予算 908 1,620 2,528 0 0 0 2,528 再任用

0 0 5,344 正規 0.20 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　平成27年度に開発、運用を開始したスマートホン向けアプリの維持管理を業務委託により行う。

２　情報をより効果的に発信するため、掲載内容や通知方法の見直しを定期的に行う。また、ダウンロード数を増やしていくために啓発等を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する市民で、妊娠中、子育て中の方等 ・妊娠中や子育て中の親が必要とする情報を子どもの月年齢や居住地域
等の属性に合わせてより利用しやすい形で提供することにより、子育て支援施策の積極的な利用を促す。また、孤立し、情
報取得機会が少ない親に対しても情報が届く環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

アプリのダウンロード数
ダウンロード数が増えれば、それだけ多くの人に子育て支援情報を届
けることができる。

平成29年度 件 3,500

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 子育てハッピータウンあかし事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子育て情報発信事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-013

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



17

○ ○

合計（Ａ） 10,354 合計（Ｂ） 10,109

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -245

主な
理由

助成金の減額による。

積立金
基金積立金

4,010 積立金
基金積立金

4,005

負担金補助及
び交付金

助成団体への助成金、こども夢
文庫運営助成等 5,900

負担金補助及
び交付金

助成団体への助成金、こども夢
文庫運営助成等 5,600

助成団体プレゼン・報告会用会
場使用料 20

使用料及び賃
借料

助成団体プレゼン・報告会用会
場使用料 20

需用費
事務用品、啓発用グッズ、委員
会用お茶等 240 需用費

事務用品、啓発用グッズ、委員
会用お茶等 300

0.50 合計 2.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

旅費
事務連絡等近接地旅費

5 旅費
事務連絡等近接地旅費

5

区分（節） 内容 金額

報償費
運営委員会委員謝礼

179 報償費
運営委員会謝礼

179

使用料及び賃
借料

29当初予算 10,109 13,450 23,559 0 0 9,865 13,694 任期付

27決算 10,902 8,400 19,302 0 0.00

28当初予算 10,354 13,450 23,804 0 0 10,110 13,694 再任用

0 10,696 8,606 正規 1.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.30

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　「明石市こども基金」は、平成17年4月に、本市出資金と民間団体、個人からの寄附金をもとに設置された。
　(1)　市民主体による子育て支援・児童健全育成活動への助成
　　①　助成団体数（団体）
　　　　　27年度：52
　　　　　28年度：52
　　　　　29年度：55（予定）
※　平成28年度は、市民団体の取り組みが少ない地域での実施を要件とする地域指定事業コースの活動助成を新たに開始（28年度は、藤江地区、魚住町
金ヶ崎地区で募集）。
　平成29年度は、地域指定事業コースの活動助成に新たな地域を追加し募集を実施（29年度は藤江地区、八木地区で募集）。
　

　(2)　こども夢文庫への運営助成
　(3)　児童虐待防止の啓発
　(4)　各種イベントでの募金活動

２　寄附金等の状況
　27年度　5,337,402円（団体19件、個人4件、募金等）
　28年度　3,500,000円（見込）
　29年度　4,000,000円（予定）
※27年度より「子育て応援自販機」を設置し、売上の一部が寄附金となっている。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の児童、子育て支援活動や児童健全育成活動を行っているグループ（団体） 市民が主体的に行う子育て支援、児
童健全育成活動を振興することにより、家庭･地域の子育て力を豊かにし、地域で子育てを支援していく基盤を醸成し、子育て
がしやすい環境づくりをめざす。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値
こども基金助成団体数
（児童健全育成・子育て
支援）

児童健全育成や子育て支援活動を直接の目的として、市民グループ
自らが主体的、自主的に計画し、実践していく活動に対して助成する。

平成29年度 件 55

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

明石市こども基金条例
明石市こども基金条例施行規則

事業 こども基金運用事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども基金運用事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-014

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



28

○

○

合計（Ａ） 54,981 合計（Ｂ） 131,205

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 76,224

主な
理由

平成29年度から通年での予算計上になったこと及び、ファミリーサポートセン
ターに係る費用の増による。

その他
旅費、電話使用料、傷害保険料

349 その他
食糧費、通信運搬費（インター
ネット回線、電話使用料 420

負担金補助及
び交付金

産業廃棄物処分料
200

負担金補助及
び交付金

産業廃棄物処分料
600

コピー使用料等
2,617 備品購入費

パソコンほか施設関連備品
1,000

委託料
施設運営業務委託、定期点検・
清掃業務委託 50,475

使用料及び賃
借料

各種受信料、コピー機使用料
390

0.00 合計 2.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用品等

1,300 委託料
施設運営業務委託、システム保
守、遊具定期点検等 123,795

区分（節） 内容 金額

報償費
講師謝礼等

40 需用費
消耗品遊具、図書室絵本等購
入、パンフレット印刷、施設備品
修繕費用等

5,000

使用料及び賃
借料

29当初予算 131,205 4,050 135,255 11,758 0 19,179 104,318 任期付

27決算 8,161 0 8,161 5,440 0.00

28当初予算 54,981 4,050 59,031 5,464 0 2,822 50,745 再任用

0 0 2,721 正規 2.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

あかしこども広場の運営（こども健康センター、あかし子育て支援センターに係る費用を除く）

１　あかしこども広場の施設の維持管理
(1)　あかしこども広場（５階）に関わるシステム保守及び遊具定期メンテナンス、消耗品、修繕費用等
(2)　H29.4.20オープン施設の開設に係る費用

２　業務委託による施設の運営
(1)　貸室業務（H29.4.20～運営開始）
　　広場のうち貸室を行う施設の受付、貸し出し等の業務。
(2)　子育て支援・母子保健関連講座開催業務
　出産前の方や子育て中の親子を対象にした、子育てに関しての知識の学習や、親同士の交流を図るための講座を実施する。
(3)　明石市ファミリーサポートセンターの運営
　子育ての応援をして欲しい人（依頼会員）と子育ての応援をしたい人（提供会員）の仕事と育児の両立支援及び地域の子育て支援を図るため、相互援助
活動を支援する。
　　平成27年度　　　　　　　　　　（会員数）提供会員311人　依頼会員1,002人　両方会員81人　会員計1,414人　（活動件数）2,705人
　　平成28年度　12月末現在　（会員数）提供会員338人　依頼会員　994人　両方会員79人　会員計1,411人　（活動件数）1,204人
　　平成29年度　見込み　　　 　（会員数）提供会員365人　依頼会員1,000人　両方会員80人　会員計1,445人　（活動件数）1,560人
(4)　親子交流スペースの運営（H29.4.20～運営開始）
　大型遊具等を活用し、子どもと保護者が共にふれあい、遊ぶことを通じて親子の絆の醸成とこどもの冒険心や好奇心、危険回避能力及び運動能力を養う
施設の運営。
(5)　中高生世代交流施設の運営（H29.4.20～運営開始）
　・青少年に健全で安全な居場所を提供し、子どもたちの自主的な活動をサポートし、健全な青少年の育成を図るための施設の運営。
　・小学生以上を対象とした施設を拠点として明石の自然を生かした講座等を実施する。
(6)　一時保育ルームの運営
　あかし総合窓口やこども健康センター等に用務のある場合や、保護者が何らかの理由で子どもを保育できない場合に一時的に預かる施設の運営。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
子どもの健やかな育ちを総合的に支援するとともに、子どもを中心とした多様な交流を創出し、子どもの健全な居場所を提供
することにより、次世代を担う子どもの育成と子育て支援の推進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

親子交流スペース、中
高生世代交流スペース
の利用者数

利用者数が多いほど利用者にとって魅力的な施設である。また、児童
と保護者に健全な居場所を提供し、多世代交流を促進することができ
る。

平成29年度 人 15万人

講座の参加者数 参加者にとって魅力があり、満足度の高い講座の提供ができている。 平成29年度 人 4,000人

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 子育て支援費
根拠法令
・要綱等

事業 あかしこども広場管理運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
あかしこども広場管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137001000-015

予算所管課 こども未来部子育て支援課
連絡先 (078)918-5597



31

○

0.00

　 　 　 　

目標年次 単位 目標値

相談件数
女性からの一般相談（病気・男女・暴力・離婚等の相談）に対する助
言・指導件数

平成30年度 件 1,300

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計1.20

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

296

864

718

14,508

11,851

11,851

14,804

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
女性のための相談事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-001

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

売春防止法
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等
に関する法律
明石市婦人相談員設置要綱

事業 女性のための相談事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-4 人権の尊重・共生社会の推進
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし男女共同参画プラン 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
女性を対象に、電話、面談等により相談を受け、問題の解決を図る。

事
業
内
容

１　概要
　　　婦人相談員を配置し、女性からの相談を受け、必要に応じて適切な助言・指導を行い、また一時保護が必要な場合は一時保護所へ移送する。
　

２　相談件数
　　　平成26年度　1,128件
　　　平成27年度　　798件
　　　平成28年度　  714件（12月末）
　　　平成29年度　1,000件（見込み）

成果指標
指標名 考え方・定義・式

近接地旅費等
254

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

0.91

0.40

27決算 1,596 0 0 13,208

28当初予算 1,397 0 0 11,318

28年度人員配置（人）

正規

再任用

29当初予算 1,397 0

0.00

2.51

12,715

12,569

需用費
啓発用リーフレット、カード　ほか

224 需用費

0

内容

啓発用リーフレット、カード　ほか

11,172

内容 金額

旅費
近接地旅費等

293 旅費

278 報償費
DV対策事業研修会　講師謝礼

250

使用料及び賃
借料

DV対策検討委員会会場使用料
20

使用料及び賃
借料

DV対策事業研修会　会場使用
料 40

合計（Ａ） 864 合計（Ｂ） 718

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -146

主な
理由

事業内容の見直し、整理による需用費等の減

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

124

負担金補助及
び交付金

婦人相談員連絡協議会費
婦人相談員研修受講料 49

負担金補助及
び交付金

婦人相談員連絡協議会費
婦人相談員研修受講料 50

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

報償費
DV対策検討委員会委員謝礼



36

○

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童扶養手当等事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-002

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童扶養手当法
児童扶養手当法に基づく児童扶養手当事務取
扱規則

事業 児童扶養手当等事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
児童扶養手当の支給事務に関して、適正に審査認定・支給等できるような体制を維持する。
特別児童扶養手当の申請等受付にかかる事務手続を適切かつ速やかに行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

― 　 　

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　児童扶養手当の審査認定・支給等にかかる事務を適正に行う。
　
２　特別児童扶養手当の県への進達に係る事務(市は受付のみ)を適正に行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 2,529 2,050 4,579 1,282 2.00

28当初予算 2,721 18,439 21,160 1,168 0 0 19,992 再任用

0 0 3,297 正規 1.19 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 3,000 18,439 21,439 1,232 0 0 20,207 任期付 2.00 合計 5.19

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用消耗品費
現況届、認定請求書等印刷 730 需用費

事務用消耗品費
現況届、認定請求書等印刷 730

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費等

40 旅費
近接地旅費等

40

使用料及び賃
借料

システムリース料
コピー使用料　他 418

使用料及び賃
借料

システムリース料
コピー使用料　他 730

委託料
システム端末保守業務等

1,533 委託料
システム端末保守業務等

1,500

合計（Ａ） 2,721 合計（Ｂ） 3,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 279

主な
理由

システムリース料の契約更新にかかる使用料の増



44

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
交通災害等遺児養育福祉金支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-003

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市交通災害等遺児養育福祉金支給条例事業 交通災害等遺児養育福祉金支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児 遺児の健全な養育と福祉の増進を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

― 　

　

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　支給対象
　　交通事故等により父母又はそのいずれかを失った遺児の保護者
２　支給期間
　　18歳未満の遺児で学校教育法に基づく小学校、中学校、及び特別支援学校に在学する期間
３　支給額
　　2,000円（児童１人あたり月額）
　
４　助成対象児童数
　　平成26年度　　11人
　　平成27年度　　10人
　　平成28年度　　　8人（12月末現在）
　　平成29年度　　16人（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 236 1,640 1,876 0 0.00

28当初予算 480 1,296 1,776 0 0 0 1,776 再任用

0 0 1,876 正規 0.16 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 400 1,296 1,696 0 0 0 1,696 任期付 0.00 合計 0.16

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
交通災害等遺児養育福祉金

480 扶助費
交通災害等遺児養育福祉金

400

合計（Ａ） 480 合計（Ｂ） 400

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -80

主な
理由

事業費精査による減



24

○

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童手当施行事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-004

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童手当法事業 児童手当施行事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
児童手当の支給事務について、 適正に審査認定・支給等できるような体制を構築・維持する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

― 　 　 　

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　児童手当の審査認定・支給等に係る事務
　　「児童手当の支給に関する法律」に基づき、適正に支給事務を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 25,989 1,640 27,629 0 4.00

28当初予算 12,255 21,545 33,800 470 0 0 33,330 再任用

0 0 27,629 正規 1.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 6,942 21,545 28,487 0 0 0 28,487 任期付 1.00 合計 6.45

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
消耗品、印刷製本費など

1,220 需用費
消耗品、印刷製本費など

1,355

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費等

10 旅費
近接地旅費等

10

使用料及び賃
借料

システム機器賃借料等
2,720

使用料及び賃
借料

システム機器賃借料等
2,563

委託料
システム保守料など（駅前含む）
マイナンバー対応業務委託 8,305 委託料

システム保守料など（駅前含む）
二要素認証対応業務 3,014

合計（Ａ） 12,255 合計（Ｂ） 6,942

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -5,313

主な
理由

マイナンバー対応業務（システム）の完了による委託料の減



28

○ ○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
こどもの居場所創出事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 078-918-5276

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

事業 こどもの居場所創出事業

施策分野
4 生活・環境分野

4-5 コミュニティづくりの推進
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
こどもの置かれた状況（家庭環境、経済状態など）を早期に把握し、支援が必要なこどもを適時、適切に各種行政サービスや
関係機関につなぐための拠点整備を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

こども食堂設置件数 市内に設置されたこども食堂の件数 平成29年度 か所 15

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

（平成28年度）
こども食堂支援にかかる調査研究業務委託
こどもの置かれた状況を早期に把握し、支援が必要なこどもを適切に各種行政サービスや関係機関につなぐため、「気づきの地域拠点」としてのこども食堂
の開設・運営に必要な支援について調査・研究を行い、課題等を発見する。
○業務内容
１　受託者が、市が指定したモデル事業者に対して、支援を行い、効果的な支援方法についてまとめる。
２　受託者が、こども食堂実施者と関係団体等の協力関係を構築するための支援を行う。

（平成29年度）
　こどもの家庭環境、家庭の経済状態などを早期に把握し、支援が必要なこどもを適時・適切に行政サービスにつなぐとともに、必要な支援を行うため、家
庭と学校以外のこどもの居場所を市内全域に設置することをめざして、順次開設していく。

【補助対象事業】（20,000千円）
社会福祉協議会が実施する以下の事業
○こども食堂の運営や開設の支援に関する事業
　・こども食堂の運営や開設する団体の支援
　・地域人材や関係団体へのつなぎ　など

【直営事業】（970千円）
○こども食堂ネットワーク会議の開催に関する事業
　・こども食堂実施者や関係団体の相互連携の強化
　・運営にあたっての課題や対策などの情報提供
○こども食堂フォーラムの開催に関する事業
　・有識者による講演会
　・事例発表、先進事例の検討

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 0.00

28当初予算 再任用

正規 1.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 20,970 12,150 33,120 0 0 20,970 12,150 任期付 0.00 合計 1.90

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

旅費
先進市施設

270

区分（節） 内容 金額

報償費
こども食堂協議会専門家報償費
こども食堂フォーラム報償費 480

負担金補助及
び交付金

地域総合支援型こども食堂モデ
ル事業補助金 20,000

需用費
消耗品費、チラシ印刷製本費

115

その他
会議、フォーラム用ペットボトル
お茶代 5

使用料及び賃
借料

こども食堂ネットワーク会議及び
フォーラム開催会場使用料 100

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 20,970

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 20,970

主な
理由

支援対象の拡充のため。



28

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童福祉施設運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-005

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法事業 児童福祉施設運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
児童養護施設を利用して、夜間・休日の子育て電話相談事業を実施する（委託）。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

相談件数 （平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）１日１件相談対応 平成29年度 件 365

要支援児童等支援件
数、回数

訪問支援の件数(８件／月×１２か月)
施設内支援の実施回数（２回／月×１２か月）

平成29年度
件
回

96件
24回

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

○明石市24時間子育て相談業務委託　（予算：9,500千円）
児童養護施設を利用し、夜間・休日の子育て電話相談受付を実施する（委託）。

実績：平成28年度　73件（11月、12月分）

（平成29年度新規事業）
○要支援児童等支援事業　（予算：2,500千円）
子どもの置かれた状況を早期に把握し、必要な支援を早期に行うため、家庭訪問や児童養護施設への来所により、児童等の状況確認や相談対応の他、
食事や学習等に関する支援を行う（委託）。

対象者：支援の必要性が高い児童及びその家庭
　　　　　児童養護施設等を退所した児童及びその家庭

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 0 0 0 0 0.00

28当初予算 3,933 4,536 8,469 0 0 1 8,468 再任用

0 0 0 正規 0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 12,000 4,536 16,536 960 0 0 15,576 任期付 0.00 合計 0.60

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

委託料
24時間子育て電話相談対応業
務委託（平成28年11月～） 3,933 委託料

明石市24時間子育て相談業務委
託、要支援児童等支援業務委託 12,000

合計（Ａ） 3,933 合計（Ｂ） 12,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 8,067

主な
理由

明石市24時間子育て相談業務の対応日数が増えることによる委託料の増
要支援児童等支援業務委託の新規実施による委託料の増



3

○

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子自立支援事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-006

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

母子及び父子並びに寡婦福祉法
明石市高等職業訓練促進給付金事業実施要綱
明石市母子家庭等自立支援教育訓練給付金事
業実施要綱

事業 母子自立支援事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
母子家庭の母、父子家庭の父の自立促進のため、就労相談や資格取得等に伴う経済的支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

母子父子相談件数 母子父子自立支援員が相談対応した件数 平成30年度 件 1,000

就労相談者数 就労支援員が就労相談を行った人数 平成30年度 人 200

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　概要
（１）　自立支援教育訓練給付金(国補助事業）
　　　母子家庭の母等が、就業に向けての取り組みとして、指定している講座を受講した場合、受講料の60％（上限20万円。下限4,001円）を助成。
（２）　高等職業訓練促進給付金(国補助事業)
　　　母子家庭の母等が、看護師・介護福祉士・保育士等の資格取得のため、１年以上養成機関で修業する場合に、月額70,500円を支給(市民税非課税世
帯の場合は月額100,000円）し、負担の軽減を図る。
（３）　就労支援・母子父子相談
　　　平成20年度より就労支援員を置き、情報の提供やハローワークなどの関係機関との連絡調整など、母子家庭の母等の就業に向けての活動を支援。
また、母子父子自立支援員(婦人相談員兼務)による母子父子相談を実施。
（４）ひとり親交流事業
　　母子家庭の自立に向けた親子の交流の場を設ける。
（５）ひとり親総合相談会
　　児童扶養手当現況届出期間である8月をひとり親総合支援月間として気軽に受けられる総合相談を実施する。
（６）ひとり親家庭日常生活支援事業　　※平成29年度新規事業
　　支援を希望するひとり親家庭に対して、児童扶養手当の1か月相当額の貸付を行うとともに、毎月の訪問を通じ、家計管理支援や日常生活の中で必要
な支援を行い、その結果を基に効果的な支援施策を検討する。

２　対象者数
（１）自立支援教育訓練給付金支給人数　　平成26年度　3人、平成27年度　1人、平成28年度　4人（12月末現在）、平成29年度　8人（見込み）
（２）高等職業訓練促進給付金支給人数　　平成26年度　20人、平成27年度　26人、平成28年度　23人（12月末現在）、平成29年度　25人（見込み）
（３）就労相談者数　　　　　　　　　　　　　　　 平成26年度　176人、平成27年度　158人、平成28年度　169人（12月末現在）、平成29年度　180人（見込み）
　　 母子父子相談件数　　　　　　　　　　　　 平成26年度　983件、平成27年度　372件、平成28年度　225件（12月末現在）、平成29年度500件（見込み）
（４）実施回数　平成28年度　3回（12月末現在）、平成29年度　4回（見込み）
（５）相談件数　平成28年度　146件、平成29年度　200件（見込み）
（６）支援したひとり親家庭数　平成29年度　15件（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 23,896 11,600 35,496 21,480 0.00

28当初予算 38,471 15,901 54,372 29,205 0 18 25,149 再任用

0 0 14,016 正規 2.91 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.40 その他 0.00

29当初予算 44,993 15,901 60,894 23,746 0 0 37,148 任期付 1.20 合計 4.51

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用消耗品費等、食糧費

160 需用費
事務用消耗品費等、食糧費

150

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費等

18 旅費
近接地旅費等

60

扶助費
高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 28,537 扶助費

高等職業訓練促進給付金
自立支援教育訓練給付金 28,748

委託料
ひとり親交流事業事業委託

2,013 委託料
母子等資金貸付システム導入
費、ひとり親日常生活支援業務
など

16,000

その他
母子特別相談会場使用料、火災
保険料、貸付金 7,693

報償費
託児ボランティア謝礼

50
使用料及び賃
借料

母子特別相談会場使用料
35

合計（Ａ） 38,471 合計（Ｂ） 44,993

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 6,522

主な
理由

新規事業実施による委託料の増



48

○

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
こども医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-007

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治＋法定 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市こども医療費の助成に関する条例
明石市こども医療費の助成に関する条例施行
規則

事業 こども医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
（中学校修了前までの）子どもが必要なときに必要な医療を安心して受けることができる環境をつくる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成対象児童数 助成を行った児童数 平成31年度 人 43,000

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　助成対象
　　中学校修了前のこどもを養育している者で健康保険に加入している者
２　助成期間
　　15歳に達する年度の末まで（中学校修了前）
３　助成内容
　　通院・入院とも中学3年生まで、保護者負担なし、所得制限なし

４　助成対象児童数（各年度末）
　　平成26年度　42,529人、平成27年度　42,408人、平成28年度　41,828人（12月末現在）、平成29年度　42,000人（見込み）

５　助成額
　　平成26年度　1,206,954千円、平成27年度　1,265,905千円、平成28年度　1,003,944千円（12月末）、平成29年度　1,360,000千円（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 1,351,440 29,120 1,380,560 282,707 0.00

28当初予算 1,453,200 27,645 1,480,845 288,100 0 0 1,192,745 再任用

0 0 1,097,853 正規 2.45 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 1,453,170 27,645 1,480,815 288,100 0 0 1,192,715 任期付 3.00 合計 5.45

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用消耗品費等
印刷製本費 2,230 需用費

事務用消耗品費等
印刷製本費 2,197

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費

7 旅費
近接地旅費

10

委託料
受給者証等封入封緘業務

523 委託料
受給者証等封入封緘業務

523

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 90,200 役務費

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 90,200

扶助費
こども医療費助成額

1,360,000 扶助費
こども医療費助成額

1,360,000

使用料及び賃
借料

コピー使用料
240

使用料及び賃
借料

コピー使用料
240

合計（Ａ） 1,453,200 合計（Ｂ） 1,453,170

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -30

主な
理由

事業費精査による需用費の減



25

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
未熟児養育医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-008

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

母子保健法事業 未熟児養育医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
出生体重が2,000グラム以下など、身体の発育が未熟なまま出生した乳児の健康維持とその保護者を支援するため、入院に
かかる費用の助成を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給付対象児童数 助成を行った人数 平成31年度 人 65

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　助成対象
　　身体の発育が未熟なまま出生した乳児で、医師が入院養育を必要と認めた場合
２　助成期間
　　指定医療機関に入院している間
３　助成内容
　　入院医療費、入院時食事療養費を無料とする

　　※公費負担額より、徴収基準額に応じた自己負担額を除いた額の１/２が国、１/４が県と市の負担となる。

４　助成対象者数・助成額
　　平成26年度　　助成対象者　62人　助成額　14,545,065円
　　平成27年度　  助成対象者  55人　助成額　14,775,793円
　　平成28年度（12月末現在）　　助成対象者　46人　助成額　　11,736,969円
　　平成29年度（見込み）　　助成対象者　65人　助成額　　20,000,000円

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 14,783 9,430 24,213 10,465 0.00

28当初予算 20,020 11,195 31,215 11,250 0 0 19,965 再任用

0 0 13,748 正規 1.35 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 20,024 11,195 31,219 11,250 0 0 19,969 任期付 0.10 合計 1.45

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

扶助費
養育医療扶助費

20,000 役務費
請求委託手数料

20

区分（節） 内容 金額

役務費
請求委託手数料

20 旅費
《中核市移行関連》移譲事務に
かかる県協議 4

扶助費
養育医療扶助費

20,000

合計（Ａ） 20,020 合計（Ｂ） 20,024

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 4

主な
理由

中核市移行関連事務の準備のための旅費増



54

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子家庭等医療費助成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-009

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 昭和 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
明石市母子家庭等医療費の助成に関する条例
施行規則

事業 母子家庭等医療費助成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
母子家庭の母と児童もしくは父子家庭の父と児童または遺児に対し、医療費のうち自己負担相当額を助成することにより、
母子家庭等家族の健康維持及び福祉の向上を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

助成対象者数 助成を行った人数 平成30年度 人 2,330

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　助成対象
　　母子(父子)家庭の母(父)と児童及びこれらに準じる児童で、所得が児童扶養手当の全部支給所得制限以内の者
２　助成期間
　　児童が18歳に達する年度末まで、又は高校課程及び外国人学校に在学中の児童が20歳に達する月の末まで
３　助成内容（平成26年7月～県の第３次行革プランによる制度見直しに合わせて改正）
（１）母子（父子）家庭の母（父）
　　外来　１日800円を限度に月２回まで保護者負担
　　入院　月3,200円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
（２）対象児童
　　外来　１日600円を限度に月２回まで保護者負担
　　入院　月2,400円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　　　(軽減措置)
       市民税非課税世帯で世帯全員の公的年金収入と所得の合計から公的年金収入分の雑所得を差し引いた合計が
       800,000円以下の場合
　　      外来　１日400円を限度に月２回まで保護者負担
　　      入院　月1,600円を限度に１割を保護者負担(連続入院４ヶ月目以降負担なし)
　　　※年少扶養控除廃止等の税制改正の影響がないかたちで制度を維持

４　助成対象者数　 平成26年度　2,263人、平成27年度　2,183人、平成28年度　2,142人（12月末現在）、平成29年度　2,100人（見込み）
５　助成額　　　　　　平成26年度　　74,621千円、平成27年度　64,743千円、平成28年度　52,497千円（12月末現在）、　平成29年度　75,000千円（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 68,117 20,554 88,671 23,876 1.00

28当初予算 78,916 19,530 98,446 24,000 0 0 74,446 再任用

0 0 64,795 正規 1.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 78,693 19,530 98,223 24,000 0 0 74,223 任期付 0.90 合計 3.80

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
事務用消耗品費
受給者証印刷等 335 需用費

事務用消耗品費
受給者証印刷等 335

区分（節） 内容 金額

旅費
近接地旅費等

3 旅費
近接地旅費等

3

使用料及び賃
借料

コピー使用料
28

使用料及び賃
借料

コピー使用料
30

役務費
医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 3,550 役務費

医療機関等事務処理費
審査支払事務手数料 3,325

扶助費
母子家庭等医療費助成額

75,000 扶助費
母子家庭等医療費助成額

75,000

合計（Ａ） 78,916 合計（Ｂ） 78,693

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -223

主な
理由

事業費精査による役務費減



10

○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
母子生活支援施設入所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-010

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法
児童福祉法による費用の徴収に関する規則

事業 母子生活支援施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
緊急保護を要する配偶者のいない女子又はこれに準ずる女子及び児童を母子生活支援施設に入所させることにより、母子
保護を実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

措置世帯数 母子生活支援施設に入所措置した世帯数 平成31年度 世帯 3

　 　 　 　

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　概要
　　市外の適切な母子生活支援施設に措置し、その施設に対して、児童福祉法により規定された措置費を支払う。
　　また、入所者において、入所者負担金が発生する場合は、それを請求して収納する。

２　措置世帯数
　　平成26年度末　　2世帯
　　平成27年度末　  1世帯
　　平成28年度（12月末現在）　1世帯
　　平成29年度末（見込み）　　  4世帯

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 6,761 3,410 10,171 4,630 0.00

28当初予算 18,822 4,670 23,492 14,107 0 10 9,375 再任用

0 0 5,541 正規 0.30 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.20 その他 0.00

29当初予算 22,010 4,670 26,680 16,500 0 10 10,170 任期付 0.60 合計 1.10

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
他市母子生活支援施設措置費

18,822 扶助費
母子生活支援施設措置費

22,010

合計（Ａ） 18,822 合計（Ｂ） 22,010

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,188

主な
理由

施設事務費改定等による扶助費見込み増
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○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童扶養手当支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-011

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童扶養手当法
児童扶養手当法に基づく児童扶養手当事務取
扱規則

事業 児童扶養手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
父または母と生計を同じくしていない児童が養育されている家庭の生活の安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を
図るため、児童扶養手当を支給する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年度末
受給者数

年度末受給者数 平成31年度 人 2,490

　 　 　 　 　

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　支給対象
　　父又は母と生計をともにできない児童の母又は父、もしくは養育者
　　平成26年12月より、公的年金額が児童扶養手当額より低い場合は、その差額分の児童扶養手当を受給することが可能となった。
　　　※所得等により、全部支給、一部支給、全部停止に分かれる。
２　支給期間
　　児童が18歳に達する年度の末まで
　　心身に中度以上の障害を有する児童については20歳未満
３　支給方法
　　指定口座に振り込み（12月、４月、８月）
４　支給額（月額）
　　平成28年4月分から
　　全部支給…42,330円（平成27年4月～　42,000円）
　　一部支給…9,990円～42,320円　≪間差額10円≫（平成27年4月～　9,910円～41,990円）
　　　※　第２子 5,000円・第３子以降は１人につき3,000円加算 （平成28年8月～　第２子加算 最大10,000円、第３子加算 最大6,000円）
５　年度末受給者数　　平成26年度　2,444人、平成27年度　2,397人 、平成28年度　2,495人（12月末現在）、　平成29年度　2,350人（見込み）
６　給付額　　　　　　　 　平成26年度  1,157,746千円、平成27年度　1,156,433千円、平成28年度　1,156,877千円（12月末現在）、
　　　　　　　　　　　　　　　平成29年度　1,260,000千円（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 1,156,433 30,284 1,186,717 387,074 0.00

28当初予算 1,260,000 22,842 1,282,842 420,000 0 1,000 861,842 再任用

0 1,684 797,959 正規 2.82 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 1,260,000 22,842 1,282,842 420,000 0 1,000 861,842 任期付 0.00 合計 2.82

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
児童扶養手当費

1,260,000 扶助費
児童扶養手当費

1,260,000

合計（Ａ） 1,260,000 合計（Ｂ） 1,260,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由
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○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童手当支給事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137002000-012

予算所管課 こども未来部児童福祉課
連絡先 (078)918-5027

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童手当法事業 児童手当支給事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
中学校修了前の児童の家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するこ
とを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

受給対象児童
（延人数）

　対象児童数 平成31年度 人 508,000

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　支給額
　　3歳未満　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        月額15,000円
　　3歳以上小学校修了前（第1子・第2子）　　　　　  月額10,000円
　　3歳以上小学校修了前（第3子以降）　　　　　　　 月額15,000円
　　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 月額10,000円
　　所得制限超過世帯　一律　　　　　　　　　　　　　　月額 5,000円

　　※所得制限　平成24年6月分から実施

２　支給対象
　　中学校修了前（15歳に達する年度の末まで）の子どもを養育している者
　　＊公務員は所属庁より支給

３　支給方法
　　指定口座に前月までの４か月分を、6月15日、10月15日、2月15日に支給

４　給付対象児童数（延人数）
　　平成26年度　462,265人、平成27年度　461,091人、平成28年度　303,925人（12月末現在）、平成29年度　459,000人（見込み）

５　給付額
　　平成26年度　5,056,260千円、平成27年度　5,042,995千円、平成28年度　3,314,970千円（12月末現在）、平成29年度　5,070,000千円（見込み）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 5,042,995 28,254 5,071,249 4,286,899 0.00

28当初予算 5,100,000 12,150 5,112,150 4,332,956 0 500 778,694 再任用

0 856 783,494 正規 1.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 5,070,000 12,150 5,082,150 4,307,490 0 500 774,160 任期付 0.00 合計 1.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
児童手当費

5,100,000 扶助費
児童手当費

5,070,000

合計（Ａ） 5,100,000 合計（Ｂ） 5,070,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -30,000

主な
理由

事業費精査による扶助費減



○

使用料及び賃
借料

子ども子育て支援システム端末
賃借料　ほか 2,341

合計（Ａ） 49,120 合計（Ｂ） 42,939

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -6,181

主な
理由

マイナンバー制度導入に伴うシステム整備費（委託料）が不要となったため

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

90

需用費
消耗品費等、保育所申込等帳票
印刷製本費 1,806 需用費

消耗品費等、保育所申込等帳票
印刷製本費 2,655

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

役務費
コンビニ収納システム回線使用
料、保育料口座振替手数料 654 役務費

コンビニ収納システム回線使用
料、保育料口座振替手数料 337

委託料
保育所巡回警備委託料　ほか

44,200 委託料
保育所巡回警備委託料　ほか

34,716

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300

29当初予算 372 0

8.25

23.40

170,535

164,354

旅費
保育事務担当者職員旅費

60 旅費

0

内容

保育事務担当者職員旅費

163,982

内容 金額

報酬
保育所巡回指導

2,100 報酬
保育所巡回指導

2,800

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

10.90

0.00

27決算 440 0 0 123,760

28当初予算 1,435 0 0 169,100

28年度人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
認可保育所に関する一般事務事業を行うことにより、保育所を円滑に、効率よく、また、適正に運営することを目的とする。

事
業
内
容

１　保育所との連絡調整及び指導管理（巡回指導や調理指導等）
　　【発達指導巡回実施状況】
　　　平成27年度　77件、平成28年度　73件、平成29年度　140件（見込）
２　保育所の入退所、入所選考、保育料に係る事務
　　システムのバージョンアップ、新年度保育所入所申込み受付体制の見直し等適宜改善を実施
３　保育所に関する会議や研修への参加
４　認可保育所巡回警備委託による防犯・児童の安全確保
５　その他保育所に関する事務

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子
育て支援法施行規則、明石市保育の必要性の
認定に関する基準等を定める規則

事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-001

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093

平成29年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計4.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

47,010

49,120

42,939

77,190

121,415

121,415

124,200 0.25

目標年次 単位 目標値

保育料口座振替件数率
口座振替の利用率を向上することにより、経費削減指標とする。（3月
分口座依頼件数÷3月分保育料納付対象件数）

平成29年度 ％ 85



52

○

合計（Ａ） 837 合計（Ｂ） 837

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

0.00 合計 0.05

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

赤ちゃんホーム運営補助金
837

負担金補助及
び交付金

赤ちゃんホーム運営補助金
837

29当初予算 837 405 1,242 0 0 0 1,242 任期付

27決算 671 270 941 0 0.00

28当初予算 837 405 1,242 0 0 0 1,242 再任用

0 0 941 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　市が指定した赤ちゃんホームを運営する経費の一部として、月額３０，０００円を補助する。
２　時間外保育を実施する経費の一部を補助する。
　　　月額＝兵庫県最低賃金の25％増×2時間×20日（時間外保育受入可能体制）

＜参考＞
施設数  市内に１か所（西明石に1か所）
定   員  １施設につき５名

【利用延べ児童数】　平成27年度　31名、平成28年度　49名（見込）、平成29年度　50名（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保育所での乳児保育を補完するために家庭において必要な保育を受けることが困難である2歳までの乳幼児を市指定の赤
ちゃんホームで保育できるように、ホームの運営を補助する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

赤ちゃんホーム利用延
べ乳幼児人数

赤ちゃんホームに入所した乳幼児の延べ人数を認可保育所の補完的
な役割を担っている成果指標とする。

平成29年度 人 50

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石赤ちゃんホーム設置運営要綱事業 赤ちゃんホーム指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
赤ちゃんホーム指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-002

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093
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○

合計（Ａ） 8,852 合計（Ｂ） 12,161

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,309

主な
理由

新規園の開設及び既存園の定員増に伴い補助対象職員が増加したため

0.00 合計 0.05

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所職員退職共済組合
助成金 8,852

負担金補助及
び交付金

私立保育所職員退職共済組合
助成金 12,161

29当初予算 12,161 405 12,566 0 0 0 12,566 任期付

27決算 8,510 270 8,780 0 0.00

28当初予算 8,852 405 9,257 0 0 0 9,257 再任用

0 0 8,780 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

加入者の退職金の一部として、加入者本俸の１,０００分の８を補助する。

＜参考＞
事業主負担  ８／１，０００
加入者負担  ８／１，０００

【民間保育所退職者共済加入者数】（4月1日時点）
平成27年度　482名、平成28年度　504名、平成29年度　664名（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内における私立保育所（園）に従事する職員の福利増進を図り、児童福祉事業の円滑な推進に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

民間保育所退職共済加
入者数

民間保育所退職者共済加入者数を、私立保育所の円滑な運営の維
持と、職員の福利増進を図る指標とする。

平成29年度 人 664

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法事業 私立保育所退職共済補助事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所退職共済補助事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-003

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



28

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 60,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 60,000

主な
理由

0.00 合計 0.20

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

認可外施設利用世帯等への補
助金 60,000

29当初予算 60,000 0 60,000 0 0 0 60,000 任期付

27決算 0 0 0 0 0.10

28当初予算 0 0 0 0 0 0 0 再任用

0 0 0 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【認可外保育施設等利用者への支援】
　　助成額：月20,000円（上限）
　　対象者：国立施設、新制度に移行していない私立認可幼稚園、認可外保育施設を利用している世帯
　　　　　　　平成28年度　300世帯（見込）、　平成29年度　150世帯（見込）

【在宅子育て世帯への支援】
　　助成額：月10,000円（一律）
　　対象者：保育所の利用を申し込み、待機児童となっている世帯で、保護者に代わって親族やベビーシッター等が保育している世帯
　　　　　　　平成28年度　400世帯（見込）、　平成29年度　200世帯（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童が解消するまでの緊急的な対策として、認可保育施設に入所できないために認可外施設を利用している世帯や在
宅子育て世帯に対し経済的支援を行い、保護者の負担を軽減する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

支援対象世帯数 経済的支援を受け、負担が軽減される世帯数 H29 世帯 400

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市認可外保育施設等保育料補助金交付要
綱、明石市在宅子育て世帯臨時給付金支給要
綱

事業
認可外施設利用世帯等支援（待機児童緊急対策）事
業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名

認可外施設利用世帯等支援（待機児童緊
急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



16

○

合計（Ａ） 210 合計（Ｂ） 219

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 9

主な
理由

補助対象日数の変動のため

0.00 合計 0.05

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

認可外保育施設における休日
保育に対する助成金 210

負担金補助及
び交付金

認可外保育施設における休日
保育に対する助成金 219

29当初予算 219 405 624 0 0 0 624 任期付

27決算 218 270 488 0 0.00

28当初予算 210 405 615 0 0 0 615 再任用

0 0 488 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　補助要件
　（１）　市内にある休日保育を実施している認可外保育施設であること。
　（２）　助成要綱に定める、運営、安全確保、職員配置に関する全ての基準を満たすこと。

２　補助内容
　（１）　基本分   １ヶ月の休日の半数以上で休日保育を実施した場合、１月につき８，０００円を補助する。
　（２）　加算分   １日に４時間を超えて休日保育を実施した児童が２人以上いる場合には、１日につき１，８００円を加算して補助する。

３　補助対象施設
　平成27年度　１か所
　平成28年度　１か所
　平成29年度　１か所（見込）

【利用延べ児童数】　平成27年度　204名、平成28年度　201名（見込）、平成29年度　204名（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
休日における保育ニーズに対して、認可保育所で実施していない休日保育事業を実施している認可外保育施設を助成し運
営の安定を図ることにより、認可保育所の補完的役割を充実させ、市民ニーズに応えることを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

認可外保育所の休日保
育利用児童数

認可保育所で実施していない休日保育の利用延べ児童数を、認可保
育所の補完的役割をになう成果指標とする。

平成29年度 人 204

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

明石市認可外保育施設における休日保育に対
する助成要綱

事業 認可外保育施設指導事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
認可外保育施設指導事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-004

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



22

○

合計（Ａ） 1,883 合計（Ｂ） 1,841

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -42

主な
理由

会議の運営等を踏まえた報償費と旅費の減

その他
研修参加負担金等

65 その他
研修参加負担金等

63

使用料及び賃
借料

保護者・地域説明会等会場使用
料 150

使用料及び賃
借料

保護者・地域説明会等会場使用
料 150

事務用品・書籍等
250 需用費

事務用品・書籍等
250

旅費
研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 150 旅費

研修参加、近接地旅費、先進地
視察旅費 130

0.00 合計 1.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

報償費
計画推進に係る学識経験者へ
の謝礼 200 報償費

計画推進に係る学識経験者へ
の謝礼 180

区分（節） 内容 金額

報酬
明石市子ども・子育て会議委員
への報酬 1,068 報酬

明石市子ども・子育て会議委員
への報酬 1,068

需用費

29当初予算 1,841 8,100 9,941 0 0 0 9,941 任期付

27決算 1,121 43,600 44,721 0 0.00

28当初予算 1,883 8,100 9,983 0 0 0 9,983 再任用

0 0 44,721 正規 1.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

　
　１　明石市子ども・子育て会議の運営
　　　待機児童対策をはじめとする本市の子ども・子育て支援施策や明石市子ども・子育て支援事業計画の推進・進捗管理等必要な事項について調査審議
を
　　行う。

　　　【組織体制】
　　　　委員20名（学識経験者、教育・保育施設関係者、公募市民等）

　　　【開催実積】
　　　　平成26年度　8回開催
　　　　平成27年度　4回開催
　　　　平成28年度　3回開催
　　　　平成29年度　4回程度開催予定
　
　　　【平成28年度の主な審議内容等】
　　　　・子ども・子育て支援事業計画における保育需給計画の見直しについて
　　　　・「（仮称）明石市こども総合支援条例」の制定について
　　　　・待機児童解消に向けた取り組みの進捗状況について
　
　

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指す「子ども・子育て支援法」の考えを基本に、各種施策を通じて、妊娠、出
産期から学童期に至るまでの家庭を切れ目なく支援し、一人一人の子どもが安全かつ安心して健やかに育ち、社会の一員と
して成長することができる環境を整備する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

就学前児童人口
安心して子育てができる環境を整備することで、人口増加を目指すこ
とから、就学前児童の人口を成果指標とする。
（目標値は平成32年4月1日実績）

平成３１年度 人 17166

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 子ども・子育て支援推進事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
子ども・子育て支援推進事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-005

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5250



13

○

合計（Ａ） 5,346 合計（Ｂ） 5,346

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

0.00 合計 0.05

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

委託料
ベビーシート貸出助成

5,346 委託料
ベビーシート貸出助成

5,346

29当初予算 5,346 405 5,751 0 0 0 5,751 任期付

27決算 5,346 820 6,166 0 0.00

28当初予算 5,346 405 5,751 0 0 0 5,751 再任用

0 0 6,166 正規 0.05 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１歳未満の乳児を車に乗車させるときに装着が義務付けられているベビーシートの貸出を、明石交通安全協会に委託して実施する。
１　 貸出の要件
 (１)　 貸出対象者は、①市内に住所を有する者②養育、又は保護する乳児を普通自動車に乗車させる必要がある者③現に普通自動車を運転することが
できる免許をうけている者④ベビーシートを装着できる自動車を使用する者
 (２)   貸出期間は、乳児がべビーシートの「使用の目安」の基準に達するまでとする。但し、満１歳の誕生日を最長期限とする。
 (３)   貸付費用は、無償とする。
 (４)   貸出台数実績　平成27年度　418台、平成28年度　420台（見込）、平成29年度　420台（見込）
２　 委託内容
 (１)　 貸出希望者の申込み受付、装着や安全運転に係る講習の実施
 (２)   返却後のベビーシートのメンテナンス及び保管
 (３)   耐用期間の過ぎたベビーシートの廃棄及び補充（ｼｰﾄの補充費用は平成24年度より削減）
 (４)   貸出期間の過ぎたベビーシートの返却の督促等

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市民（1歳未満の乳児を養育している保護者） 乳児の安全確保とベビーシートやチャイルドシート着用の普及啓発による
交通安全対策、また、経済的負担の軽減による子育て支援の推進を図ることを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

貸出件数 貸出件数を事業が有効に活用されているかを計る指標とする。 平成29年度 台 420

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

道路交通法事業 ベビーシート貸出事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
ベビーシート貸出事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-006

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



○

〇

合計（Ａ） 57,000 合計（Ｂ） 60,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 3,000

主な
理由

設計委託に係る委託料、および工事請負費が予算見積に基づく査定となった
ため

備品購入費
空調・調理設備、保育備品等

9,000

備品購入費
空調・調理設備、保育備品等

9,000 工事請負費
明南保育所本館便所改修工事
八木保育所屋上防水改修工事 44,200

0.30 合計 1.80

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

工事請負費
明南保育所屋外便所改修工事
八木保育所便所改修工事 44,000 委託料

明南保育所本館便所改修設計
2,800

区分（節） 内容 金額

需用費
空調・調理設備等修繕料
高丘保育所門扉修繕料 4,000 需用費

空調・調理設備等修繕料
4,000

29当初予算 60,000 12,930 72,930 0 47,000 0 25,930 任期付

27決算 97,109 5,740 102,849 0 0.00

28当初予算 57,000 12,930 69,930 0 44,000 0 25,930 再任用

81,460 0 21,389 正規 1.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　エアコン、調理器具、各種保育用品等の備品の購入

２　その他、保育所の維持管理に必要な整備

平成28年度工事
　明南保育所屋外便所改修工事
　八木保育所便所改修工事

平成29年度工事
　明南保育所本館園舎便所ほか改修工事
　八木保育所園舎屋上防水ほか改修工事

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所 保育所の施設の安全性を確保するなど必要な整備を行い、児童の保育環境を整え、良好な環境の中で保育を
行うことを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所整備事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-009

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5247



○

○

合計（Ａ） 15,950 合計（Ｂ） 15,950

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

0.00 合計 0.10

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

扶助費
助産施設保護費

9,300 扶助費
助産施設保護費

9,300

区分（節） 内容 金額

委託料
助産施設運営に対する委託料

6,650 委託料
助産施設運営に対する委託料

6,650

29当初予算 15,950 810 16,760 6,729 0 410 9,621 任期付

27決算 10,546 820 11,366 4,043 0.00

28当初予算 15,950 810 16,760 6,733 0 420 9,607 再任用

0 0 7,323 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　助産施設として指定を受けた民間の産婦人科で実施
２　国基準により所得に応じて利用者から入所者負担金を徴収する。
３　事業実績
　【入所者数状況】
　　平成27年度　18名、平成28年度　20名（見込）、平成29年度　20名（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦から申込みがあったとき、そ
の妊産婦に対し助産施設において助産を行い、妊産婦の母体保護と安全な出産を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数
助産施設入所事業に対するニーズや必要性をはかるため、利用者数
をその指標とする。

平成29年度 人 20

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、児童福祉法による費用徴収に関
する規則、明石市助産の実施に関する要綱

事業 助産施設入所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 法定受託事務 開始年度 不明

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
助産施設入所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-010

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



14

○

合計（Ａ） 28,566 合計（Ｂ） 23,932

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -4,634

主な
理由

実施施設数が減少したため

0.00 合計 0.10

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

委託料
病児保育事業費

28,436 委託料
病児保育事業費

23,852

区分（節） 内容 金額

需用費
消耗品費、印刷製本費

130 需用費
印刷製本費

80

29当初予算 23,932 810 24,742 14,620 0 1,910 8,212 任期付

27決算 18,129 820 18,949 10,920 0.00

28当初予算 28,566 810 29,376 17,798 0 1,735 9,843 再任用

0 0 8,029 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　 施設数　西部地区1ヶ所、東部地区で1ヶ所
２   利用実績　平成27年度　740人、平成28年度　900人（見込）、平成29年度　930人（見込）
３   利用料　1日　市内児童：2,000円（軽減制度あり）、市外児童：3,000円
４   利用時間　月曜日～金曜日：午前７時３０分～午後６時　（土日祝、年末年始を除く）
５   定員　西部地区　4名/日、東部地区　3名/日

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
病気やケガの症状の進行が見られる時期（急性期）または、症状の進行が止まり治癒に向かっている時期（回復期）にあた
り、保育所または放課後児童クラブ等での保育が困難な生後６か月から小学校６年生までの児童を、病児保育施設において
一時的に保育することにより、保護者の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童の健全な育成を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

利用者数
病児保育に対するニーズや必要性を測るため、利用者数をその指標
とする。なお、利用者数は、延べ人数とする。

平成29年度 人 930

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童措置費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市病児・病後児保育事業実施
要綱

事業 病児・病後児保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
病児・病後児保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-011

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



27

○

合計（Ａ） 76,780 合計（Ｂ） 21,200

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -55,580

主な
理由

対象となる施設数が減少したため

0.00 合計 0.15

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

扶助費
施設型給付費

73,000 扶助費
施設型給付費

20,000

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立幼稚園幼稚園型一時預か
り事業 3,780

負担金補助及
び交付金

私立幼稚園幼稚園型一時預か
り事業 1,200

29当初予算 21,200 1,215 22,415 12,597 0 0 9,818 任期付

27決算 0 820 820 0 0.00

28当初予算 76,780 1,215 77,995 51,021 0 0 26,974 再任用

0 0 820 正規 0.15 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　施設型給付
　明石市内の児童が入所している市内の私立幼稚園、市外の公立・私立幼稚園に対して国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　平成27年度から導入された子ども・子育て支援新制度に移行した幼稚園が行う幼稚園型一時預かり事業に対し、国が定める補助単価に基づき補助を
行う。
　【幼稚園型一時預かり事業の補助内容】
　１　対象児童　教育標準時間認定（1号認定）の在園児
　２　補助単価
 　(１)  基本分　平日の教育時間前後（概ね4時間）及び長期休業日
　　　    年間延べ利用者数2,000人超　 　　400円
　　　    年間延べ利用者数2,000人以下　　（1,600千円/年間延べ利用者数‐400）円
　 (２)　休日分　土日祝日等（概ね8時間/日）　　800円
 　(３)　長時間加算　平日4時間/日（休日は8時間）を超える場合に加算　100円

※平成27年度、平成28年度は、幼稚園型一時預かり事業実施園に在籍児童は無し。
　　平成29年度　400人（見込）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立幼稚園及び市外の幼稚園の運営費や一時預かり事業にかかる経費を支給または助成することにより、良好
な教育環境を整え、質の高い教育の実施及び保護者の就労支援、子育て支援を行う。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数 一時預かり実施園における年間利用者数（延べ） 平成29年度 人 400

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 私立幼稚園事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立幼稚園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-012

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



○

合計（Ａ） 4,457,555 合計（Ｂ） 5,300,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 842,445

主な
理由

新規園の開設及び既存園の定員増に伴い扶助費が増加したため

扶助費
保育所施設型給付費　ほか

4,413,271 扶助費
保育所施設型給付費　ほか

5,261,000

0.00 合計 2.25

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

負担金補助及
び交付金

一時預かり事業
38,550

負担金補助及
び交付金

一時預かり事業
31,000

区分（節） 内容 金額

委託料
私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 5,734 委託料

私立保育所歯科検診・眼科検診
駐車場管理・案内業務委託 8,000

29当初予算 5,300,000 15,805 5,315,805 2,446,695 0 700,740 2,168,370 任期付

27決算 4,091,208 8,640 4,099,848 1,863,912 0.00

28当初予算 4,457,555 15,805 4,473,360 1,946,113 0 837,000 1,690,247 再任用

0 974,625 1,261,311 正規 1.75 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.40 その他 0.10

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市内の児童が入所している市内の私立保育所、市外の公立・私立保育所に対して国の定める基準により施設型給付費を支払う。
２　特別運営費
 市内の私立保育所に対して、施設整備費や職員等処遇改善費等を支給する。
３　特別保育事業助成金
 延長保育事業、一時預かり事業、障害児保育事業などの特別保育事業を実施している市内の私立保育所に対して、その経費の一部を助成する。
４　検診費用
 市内の私立保育所の入所児童に対して、歯科検診および眼科検診を行う。
５　駐車場管理・案内業務
 市内の私立保育所の幼稚園内分園の駐車場管理・案内業務を行う。

＜参考＞
平成28年4月1日現在の入所児童数
市内私立保育所  3,711人（内公立幼稚園内分園入所児童数　38人）
市外公立保育所     23人
市外私立保育所    106人

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立保育所及び市外の保育所の運営費や保育サービス充実のための特別運営費、多様な保育ニーズに対応
するために実施している特別保育事業にかかる経費、各種検診の費用等を支給または助成することにより、良好な保育環境
を整え、質の高い保育を実施することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

私立保育所入所児童数
多様な保育ニーズに応え良質な保育環境を保持したうえでの待機児
童の解消に努めるための成果指標とする。（各月初日入所児童の延
べ人数）

平成29年度 人 50,000

私立保育所延長保育利
用人数

女性就労の増加、就業形態の変化に対応するため、安心して働ける
預けられる保育所づくりを目指す指標とする。（各日利用者の延べ人
数）

平成29年度 人 87,600

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、子ども・子育て支援法、子ども・子
育て支援法施行規則、明石市保育の必要性の
認定に関する基準等を定める規則、私立保育所
(園)に係る特別運営費取扱要綱

事業 私立保育所事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立保育所事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-013

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



27

○

合計（Ａ） 260,631 合計（Ｂ） 595,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 334,369

主な
理由

新規園の開設により対象施設数が増加したため

扶助費
施設型給付費　ほか

250,259 扶助費
施設型給付費　ほか

582,625

0.00 合計 0.70

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

負担金補助及
び交付金

一時預かり事業
10,334

負担金補助及
び交付金

一時預かり事業
12,000

区分（節） 内容 金額

委託料
歯科検診委託料・眼科検診委託
料 38 委託料

歯科検診委託料・眼科検診委託
料 375

29当初予算 595,000 5,670 600,670 331,874 0 0 268,796 任期付

27決算 234,021 3,800 237,821 142,920 0.00

28当初予算 260,631 5,670 266,301 149,265 0 0 117,036 再任用

0 0 94,901 正規 0.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　施設型給付
 明石市内の児童が入所している市内私立認定こども園、市外の公立・私立認定こども園に対して国の定める基準（国が定める公定価格と市が定める利用
者負担額の差額部分）により施設型給付費を支払う。
２　特別運営費
 市内の私立認定こども園に対して、施設整備費や職員等処遇改善費等を支給する。
３　特別保育事業助成金
 延長保育事業、一時預かり事業、障害児保育事業などの特別保育事業を実施している認定こども園に対して、その経費の一部を助成する。
４　検診費用
 市内の私立認定こども園の入所児童に対して、眼科検診を行う。

＜参考＞
平成28年4月1日現在の入所児童数
市内私立認定こども園　105人
市外私立認定こども園　411人

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の私立認定こども園、市外の公立・私立認定こども園の運営費や保育サービス充実のための特別運営費、多様な
保育ニーズに対応するために実施している特別保育事業にかかる経費、各種検診の費用等を支給または助成することによ
り、良好な保育環境を整え保護者の就労支援や子育て支援を行い、質の高い保育を実施することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

市内私立認定こども園
入所児童数

多様な保育ニーズに応え良質な保育環境を保持したうえでの待機児
童の解消に努めるための成果指標とする。（各月初日入所児童の延
べ人数）

平成29年度 人 10,000

私立認定こども園延長
保育利用人数

女性就労の増加、就業形態の変化に対応するため、安心して働ける
預けられる保育所づくりを目指す指標とする。（各日利用者の延べ人
数）

平成29年度 人 8,400

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 私立認定こども園事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
私立認定こども園事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-014

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



29

○

合計（Ａ） 0 合計（Ｂ） 205,000

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 205,000

主な
理由

0.00 合計 0.00

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
地域型保育給付費

205,000

29当初予算 205,000 0 205,000 132,483 0 0 72,517 任期付

27決算 0 0 0 0 0.00

28当初予算 0 0 0 0 0 0 0 再任用

0 0 0 正規 0.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

 明石市の児童が利用している小規模保育事業所、事業所内保育事業所に対して国の定める基準（国が定める公定価格と市が定める利用者負担額の差
額部分）により地域型保育給付費を支払う。

＜参考＞
平成28年4月1日の利用児童数
市外小規模保育　4人
市外事業所内保育　18人

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
小規模保育事業者や事業所内保育事業者に運営費を支給することにより、良好な保育環境を整え保護者の就労支援や子
育て支援を行い、質の高い保育を実施することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

小規模保育及び事業所
内保育利用児童数

多様な保育ニーズに応え良質な保育環境を保持したうえでの待機児
童の解消に努めるための成果指標とする。（各月初日利用児童の延
べ人数）

平成29年度 人 1,200

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法事業 地域型保育事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
地域型保育事業

新規/継続 新規事業
事務事業の総点
検の整理番号

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



27

○

合計（Ａ） 4,200 合計（Ｂ） 3,900

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -300

主な
理由

補助対象者数が減少したため

0.00 合計 0.10

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

扶助費
実費徴収に係る補足給付事業
による給付 4,200 扶助費

実費徴収に係る補足給付事業
による給付 3,900

29当初予算 3,900 810 4,710 2,600 0 0 2,110 任期付

27決算 0 0 0 0 0.00

28当初予算 4,200 810 5,010 2,800 0 0 2,210 再任用

0 0 0 正規 0.10 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１ 対象者
   市内に居住する生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び
特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付受給世帯である保護者

２ 対象となる費用及び限度額
   (1) 幼稚園、認定こども園（幼稚園部分）で教育を必要とする児童（1号認定児童）
       ①給食副食費         年間54,000円（月額4,500円）
       ②教材費・行事費等 年間30,000円（月額2,500円）
   (2) 保育所、認定こども園（保育所部分）、地域型保育事業所で保育を必要とする児童（2、3号認定児童）
       ①給食副食費         年間54,000円（月額4,500円）
       ②教材費・行事費等 年間30,000円（月額2,500円）

３ 負担割合
   国 1/3  県 1/3  市 1/3

＜参考＞
平成29年1月現在の対象者数 　123人（市立幼稚園 　16人、市立保育所  29人、私立保育所 　74人、市外保育所 　4人）

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市内に居住する低所得で生計が困難である者の子どもが、特定教育・保育等の提供を受けるにあたり、支払うべき日用品、
文房具等の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等の一部を助成することにより、円滑な特定教育・保育等の
利用を図り、健やかな成長を支援することを目的とする。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

対象世帯による制度利
用率

制度利用により、子どもの健やかな成長の支援につながる。（利用件
数/対象世帯）

平成29年度 ％ 100

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、明石市実費徴収に係る
補足給付事業実施要綱

事業 実費徴収に係る補足給付を行う事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
実費徴収に係る補足給付を行う事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-015

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5093



○

○

合計（Ａ） 337,377 合計（Ｂ） 336,993

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -384

主な
理由

実績に基づく予算要求に応じた査定であったため

その他
報償、旅費、備品購入費、負担
金補助及び交付金 6,794 その他

報償、旅費、備品購入費、負担
金、補助及び交付金 6,678

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 5,344

使用料及び賃
借料

施設賃借料、駐車場賃借料、保
育所コピー使用料等 5,244

公立保育所に係る委託料
131,561 委託料

公立保育所に係る委託料
133,693

役務費
電話料、クリーニング、検査料等

6,460 役務費
電話料、クリーニング、検査料等

4,390

0.70 合計 301.45

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 183,945 需用費

消耗品費、燃料費、食糧費、光
熱水費、賄材料費 183,715

区分（節） 内容 金額

報酬
公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,273 報酬

公立保育所嘱託医報酬
認定こども園園医報酬 3,273

委託料

29当初予算 336,993 1,342,315 1,679,308 550 0 255,408 1,423,350 任期付

27決算 280,114 1,434,460 1,714,574 504 0.00

28当初予算 337,377 1,342,315 1,679,692 550 0 356,621 1,322,521 再任用

0 315,383 1,398,687 正規 114.25 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

4.60 その他 181.90

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１公立保育所の運営
　(1)保育の実施
　(2)給食の実施（公立保育所11か所中、8か所で民間委託を導入）
　　民間委託実施施設
　　　土山保育所（平成15年度～）
　　　八木保育所（平成16年度～）
　　　松陰保育所（平成21年度～）
　　　江井島保育所（平成22年度～）
　　　二見こども園（平成23年度～）※平成28年3月に二見保育所・二見幼稚園を廃止し幼保連携型認定こども園を設置
　　　明南保育所（平成25年度～）
　　　王子保育所（平成27年度～）
　　　松が丘保育所（平成28年度～）
　
　(3)施設の維持管理

＜参考＞
平成28年4月1日現在の入所児童数  　公立保育所1,122人　公立認定こども園94人

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
明石市内の公立保育所 保育に欠ける児童を保護者に代わって保育所で保育することにより、児童の健全な育成を支援する
とともに、子育て世代が安心してこどもを生み育てることができる環境づくりを実現することを目的とする。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

給食調理業務の民間委
託化

人件費に係る費用を削減し、退職者不補充による欠員に対応した給
食調理業務委託実施園を指標とする。

37 園 8

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 保育所費
根拠法令
・要綱等

児童福祉法、明石市立保育所条例事業 公立保育所運営事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-016

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247



22

○

合計（Ａ） 52,880 合計（Ｂ） 52,730

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -150

主な
理由

コンピューター賃借が平成29年8月で長期契約満了に伴い、継続更新等のリー
ス料が変更になったため

備品購入費
教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 11,040 備品購入費

教材備品、園児椅子、空調設
備、非常放送設備等 11,040

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料、パソ
コンリース料 2,600

使用料及び賃
借料

コピー・ダスキン等使用料、パソ
コンリース料 2,450

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 3,710 役務費

電話料金、クリーニング代、郵便
料金、その他手数料等 3,710

需用費
園児用・来客用湯茶等

280 需用費
園児用・来客用湯茶等

280

0.70 合計 2.70

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 23,250 需用費

ＬＰＧ・灯油等の燃料費、光熱水
費 23,250

区分（節） 内容 金額

需用費
教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料等 12,000 需用費

教材等の消耗品費、印刷製本
費、修繕料等 12,000

役務費

29当初予算 52,730 18,020 70,750 0 0 113,966 -43,216 任期付

27決算 49,887 16,150 66,037 0 0.00

28当初予算 52,880 18,020 70,900 0 0 139,560 -68,660 再任用

0 190,029 -123,992 正規 2.00 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　各幼稚園に園の規模に応じて予算を配当し、園で必要な物品の購入等を行う。
２　各幼稚園で共通して購入する物品を取りまとめ、一括して購入する。
３　各幼稚園の故障、または老朽化した空調機、非常放送設備等の更新を行う。
４　各幼稚園の光熱水費、電話料金、NHK受信料、事務機器リース料の支払いを行う。
５　各幼稚園の備品の廃棄、寄附の受納の事務を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児および教職員 市立幼稚園における教育課程を実施するために必要な経費を負担し、園児らに対する幼
児教育を円滑に実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園管理運営事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-017

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247



26

○

○

合計（Ａ） 8,154 合計（Ｂ） 8,154

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

委託実施団体選定委員謝礼
24 報償費

委託実施団体選定委員謝礼
24

委託料
預かり保育委託料（大久保南・
錦浦） 7,679 委託料

預かり保育委託料（大久保南・
錦浦） 7,679

0.10 合計 14.50

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
園児用湯茶等

24 需用費
園児用湯茶等

24

区分（節） 内容 金額

需用費
教材・用紙・文房具等の消耗品
費、利用券等の印刷製本費 427 需用費

教材・用紙・文房具等の消耗品
費、利用券等の印刷製本費 427

報償費

29当初予算 8,154 31,700 39,854 10,586 0 20,000 9,268 任期付

27決算 7,891 35,950 43,841 9,958 0.00

28当初予算 8,154 31,700 39,854 10,586 0 20,000 9,268 再任用

0 12,013 21,870 正規 0.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 14.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　市立幼稚園１２園において預かり保育を実施し、必要な物品購入等を行う。
２　市立幼稚園２園において、ＮＰＯによる預かり保育を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、保護者および教職員 幼児の心身の健全な発達を図るとともに、保護者の子育て支援に加えて、就労支
援（保育所入所待機児童対策）を充実させる。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

年間利用者数 預かり保育実施園における年間利用者数 29 人 28000

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
明石市立幼稚園園則等

事業 幼稚園管理運営事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園預かり保育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-018

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5149



○

合計（Ａ） 11,850 合計（Ｂ） 11,850

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 0

主な
理由

備品購入費
体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,340 備品購入費

体育用・保健室用備品、遊具更
新等 1,390

0.20 合計 1.05

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

役務費
保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 550 役務費

保健室用備品の校正手数料、保
健室用クリーニング代等 500

区分（節） 内容 金額

需用費
体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料

9,960 需用費
体育用・保健室用消耗品費、体
育用設備・保健室用備品の修繕
料

9,960

29当初予算 11,850 7,405 19,255 0 0 0 19,255 任期付

27決算 8,840 5,570 14,410 0 0.00

28当初予算 11,850 7,405 19,255 0 0 0 19,255 再任用

0 0 14,410 正規 0.85 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　各幼稚園の保健室用備品、消耗品の購入を行う。
２　各幼稚園の保健室用備品（身長計・体重計・オージオメーター等）の維持管理を行う。
３　各幼稚園の体育用備品、消耗品の購入を行う。
４　各幼稚園の体育用設備（遊具等）の維持管理を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、および遊具等の体育用設備、並びに保健室用備品 遊具等の体育用設備や保健室用備品を整備するこ
とで、幼児期における心身の発達、および健康の保持増長を図る。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校保健安全法、幼稚園教育要領事業 幼稚園保健・体育事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園保健・体育事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-019

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5247
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○

○

合計（Ａ） 32,175 合計（Ｂ） 32,167

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -8

主な
理由

需用費の減

0.30 合計 1.80

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

委託料
消防設備点検、機械警備、樹木
剪定委託等 9,667 委託料

消防設備点検、機械警備、樹木
剪定委託等 9,667

区分（節） 内容 金額

需用費
施設・設備の修繕料、床面補
修、美化・緑化活動用消耗品等 22,508 需用費

施設・設備の修繕料、床面補
修、美化・緑化活動用消耗品等 22,500

29当初予算 32,167 12,930 45,097 0 0 0 45,097 任期付

27決算 30,698 8,980 39,678 0 0.00

28当初予算 32,175 12,930 45,105 0 0 0 45,105 再任用

0 0 39,678 正規 1.50 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　施設、設備の補修、または改修を行う。
２　専門業者による施設、設備の保守点検（消防設備点検、機械警備等）を行う。
３　樹木剪定、および市民との協働による園庭芝生の維持管理や花壇の整備等の環境整備を行う。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
市立幼稚園の園児、教職員、保護者、地域住民、および施設、設備 市立幼稚園の施設や設備の補修、維持管理を適切に
行うことで、施設の延命化を図るとともに、安全で良好な教育環境を維持する。また、園児、教職員、保護者、地域住民らが
協力して幼稚園施設の改善を行うことで、幼稚園・家庭・地域社会の連携を目指す。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市立中学校・小学校・幼稚園
及び特別支援学校の管理運営に関する規則、
学習指導要領

事業 幼稚園施設維持補修事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼稚園施設維持補修事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-020

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5247
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○ ○

○

合計（Ａ） 15,427 合計（Ｂ） 18,005

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 2,578

主な
理由

多子世帯保育料軽減事業が県から事務移譲されたため

その他
研究会用講師謝礼、就園事務
用・事務局用消耗品等 2,256 その他

研究会用講師謝礼、就園事務
用・事務局用消耗品等 2,256

扶助費
私立就園・就学援助扶助費

1,863 扶助費
私立就園・就学援助扶助費

1,407

私立保護者、多子世帯保育料軽
減 2,948

負担金補助及
び交付金

私立保護者、多子世帯保育料軽
減 5,982

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,250

負担金補助及
び交付金

研修参加負担金等
1,250

0.70 合計 269.40

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

委託料
幼児教育研究委託料、採用試験
問題作成委託料等 1,110 委託料

幼児教育研究委託料、採用試験
問題作成委託料等 1,110

区分（節） 内容 金額

旅費
研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,000 旅費

研修参加旅費、本庁連絡用旅費
等 6,000

負担金補助及
び交付金

29当初予算 18,005 1,211,790 1,229,795 2,640 0 0 1,227,155 任期付

27決算 17,308 1,164,290 1,181,598 869 0.00

28当初予算 15,427 1,211,790 1,227,217 620 0 0 1,226,597 再任用

0 0 1,180,729 正規 108.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

11.00 その他 149.00

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

１　市立幼稚園の指定園において幼児教育研究を行う。
２　市立幼稚園で地区毎にグループ研究を行う。
３　市立幼稚園の教職員の資質向上、指導力向上のため、各種研修へ参加する。
４　市立幼稚園の教職員等の採用試験を行う。
５　市立幼稚園の入退園に関する事務等の支援を行う。
６　幼稚園等に在籍する第二子以降の児童の保育料の一部に対する補助を行う。
　（１）幼稚園等に在籍する児童の保護者
　　　平成27年度　29名、平成28年度　122名（見込）、平成29年度　保育料無料化のため対象者なし
　（２）旧制度の私立幼稚園に在籍する児童の保護者　※平成28年度からの新規事業
　　　平成28年度　110名(見込）、平成29年度　110名(見込）
７　旧制度の私立幼稚園等に在籍する児童の保育料の一部に対する補助を行う。
　　児童一人当たり、1,800円/月を補助
　　平成27年度　229名、平成28年度　121名（見込）、平成29年度　145名（見込）

＜参考＞
平成28年5月1日現在の公立幼稚園(27園)の就園児童数　　2,524人

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
幼稚園の園児、保護者、および市立幼稚園の教職員、並びにこども育成室職員 幼児教育の充実、保育内容の深化、教職
員の専門性向上を図るとともに、市立幼稚園の安定的な運営、および私立幼稚園や多子世帯の保護者の経済的負担軽減
により、幼児教育の推進を図る。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

直営 補助・助成 その他

個別計画 あかし教育プラン 委託 指定管理

目 幼稚園費
根拠法令
・要綱等

学校教育法、明石市学校法人助成条例、明石
市教育委員会事務局事務分掌規則、幼稚園教
育要領等

事業 幼児教育振興事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 幼稚園費 自治/法定 自治事務 開始年度 昭和 年度

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
幼児教育振興事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137100000-021

予算所管課 こども未来部こども育成室
連絡先 (078)918-5149/5093
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○

0.00

目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成29年2月現在618人であるが、平成30年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成30年4月 人 0人

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

0

1,085

1,115

0

8,910

8,910

0

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
児童福祉一般事務事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137200000-001

予算所管課 こども未来部待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

目 児童福祉総務費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 児童福祉一般事務事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向け、施設の整備等をおこなうための体制を構築・維持する。

事
業
内
容

待機児童解消にむけた情報収集、連絡調整、施設の整備等の待機児童対策をおこなう。

成果指標
指標名 考え方・定義・式

視察旅費、近接地旅費
300

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

1.50

0.00

27決算 0 0 0 0

28当初予算 0 0 0 9,995

28年度人員配置（人）

正規

再任用

29当初予算 0 0

0.00

1.50

9,995

10,025

需用費
消耗品費等

510 需用費

0

内容

消耗品費等

10,025

内容 金額

旅費
視察旅費、近接地旅費

300 旅費

5
負担金補助及
び交付金

研修負担金
10

合計（Ａ） 1,085 合計（Ｂ） 1,115

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 30

主な
理由

コピー使用料の単価が上がったため

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

505

使用料及び賃
借料

コピー使用料
270

使用料及び賃
借料

コピー使用料
300

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

負担金補助及
び交付金

研修負担金
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○

平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137200000-002

予算所管課 こども未来部待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 公立保育所整備（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
公立保育所の増設及び幼稚園内分園等の整備を実施し、待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成29年2月現在618人であるが、平成30年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成30年4月 人 0人

受け入れ枠の拡充数 平成30年4月までに1,200人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 平成30年4月 人
1,200人のうち当該

事業で100人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成28年度】
待機児童が多く発生している地区の市立幼稚園（大観・王子・鳥羽）の余裕教室を活用した私立保育所分園3か所の設置及び、公立保育所２か所（松が丘保
育所、松陰保育所）の敷地内に、プレハブによる保育室を建設し受け入れ枠の拡充を図るもの。それぞれ０歳～２歳の受け入れ枠を拡充し、年度途中の受
け入れ枠を拡充する。

【開園時期と整備予定数】
⑴　28年9月開園　　　　幼稚園分園　　　　　2園56名
⑵　29年10月開園　　　公立保育所増設　　1園20名
⑶　29年11月開園　　　公立保育所増設　　1園20名
⑷　29年4月開園予定　幼稚園分園　　　　　1園15名

合計　5園111名

【平成29年度】
待機児童が多く発生している地区に市立幼稚園分園（3園程度）の設置及び公立保育所（2園程度）の保育室を建築して受け入れ枠の拡充を図るもの。それ
ぞれ０歳～２歳の受け入れ枠を拡充し、年度途中の受け入れ枠の拡充を図るもの。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 0 0 0 0 0.00

28当初予算 86,500 8,100 94,600 0 75,000 0 19,600 再任用

0 0 0 正規 1.70 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 110,097 8,100 118,197 0 89,000 0 29,197 任期付 0.00 合計 1.70

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

工事請負費
公立保育所増設

75,000 委託料
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る設計委託費 10,000

区分（節） 内容 金額

需用費
公立保育所増設に係る消耗品
一式 1,500 需用費

公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る消耗品一式及び修繕料 5,000

工事請負費
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る工事費 75,000

備品購入費
公立保育所増設に係る備品一
式 10,000

使用料及び賃
借料

公立保育所増設リース料
16,097

備品購入費
公立保育所増設及び幼稚園分
園に係る備品一式 4,000

合計（Ａ） 86,500 合計（Ｂ） 110,097

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 23,597

主な
理由

既存の公立保育所増設リース料及び公立保育所増設等に係る設計委託費の
増額
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平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名

私立保育所・認定こども園等整備（待機児
童緊急対策）事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137200000-003

予算所管課 こども未来部待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 児童福祉施設費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 私立保育所・認定こども園等整備（待機児童緊急対策）事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
私立保育所、私立認定こども園、私立保育所分園及び小規模保育事業の整備に係る法人負担を軽減することで、受け入れ
枠を拡充し待機児童を解消する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成29年2月現在618人であるが、平成30年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成30年4月 人 0人

受け入れ枠の拡充数 平成30年4月までに1,200人規模の受け入れ枠の拡充を行う。 平成30年4月 人
1,200人のうち当該

事業で694人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成28年度】
私立保育所及び認定こども園を整備する民間法人に対し、補助金を交付する。
【開園時期と整備予定数】
⑴　28年12月開園　　　定員増　　1園30名
⑵　29年3月開園予定　分園設置　1園15名
⑶　29年4月開園予定　市立保育所、認定こども園、分園　　　8園601名

合計　10園646名

【平成29年度】
私立保育所、分園、小規模保育施設等の設置等　　14園程度　   694名

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 150,623 0 150,623 0 0.00

28当初予算 1,816,684 17,010 1,833,694 1,359,776 455,200 0 18,718 再任用

0 0 150,623 正規 1.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 1,505,300 17,010 1,522,310 1,129,694 373,900 0 18,716 任期付 0.00 合計 1.90

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

負担金補助及
び交付金

私立保育所及び私立認定こども
園の施設整備補助 1,816,684

負担金補助及
び交付金

私立保育所、私立認定こども園
等の施設整備補助 1,505,300

合計（Ａ） 1,816,684 合計（Ｂ） 1,505,300

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -311,384

主な
理由

新園に比べ費用が少ない小規模保育事業や私立保育所分園の整備数を増や
したため
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平成29年度 予算事業説明シート

事務事業名
保育士確保等緊急対策事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0137200000-004

予算所管課 こども未来部待機児童緊急対策室
連絡先 (078)918-5267

民生費 連絡先

項 児童福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 平成 年度

直営 補助・助成 その他

個別計画 明石市子ども・子育て支援事業計画 委託 指定管理

目 幼保給付費
根拠法令
・要綱等

子ども・子育て支援法、児童福祉法事業 保育士確保等緊急対策事業

施策分野
1 健康・福祉分野

1-4 子育て環境の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
待機児童解消に向けた緊急的な私立保育所等の受け入れ枠の拡充に伴い、必要となる保育士の確保と保育の質向上に向
けた様々な取り組みを実施する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

待機児童数
待機児童数が平成29年2月現在618人であるが、平成30年4月にむけ
待機児童数ゼロを目指す。

平成30年4月 人 0人

保育士の確保 受け入れ枠の拡充に伴う保育士の確保 平成30年4月 人 200人

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

【平成28年度】
　１　市内の私立認可保育所等に勤務する保育士の処遇改善を行う。
　　　（１）　保育士の処遇改善を実施する私立保育所等に対し、月額給与増額分の1/2、１万円を限度に助成する。（平成29年1月から実施）
　　　（２）　私立保育所等に新たに就労する保育士に対し、2年間合計で最大30万円（潜在保育士は10万円）の一時金を支給する。（平成28年度より実施）
　　　（３）　私立保育所等が宿舎を借り上げる場合、8万2千円を限度にその費用の一部を助成する。（平成28年11月から実施）
　２　保育士への就労支援を行う。
　　　（１）　私立保育所等見学バスツアーを平成28年8月、9月に計4日実施した。
　　　（２）　私立保育所等保育士就職フェアを平成28年10月及び平成29年2月に計2回開催した。

【平成29年度】
上記の保育士処遇改善事業及び保育士への就労支援に加えて、保育士の確保と保育の質の向上に向けた様々な取り組みを実施する。

28年度人員配置（人）
国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 0 0 0 0 0.00

28当初予算 22,500 6,480 28,980 0 0 0 28,980 再任用

0 0 0 正規 1.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ

0.00 その他 0.00

29当初予算 137,780 6,480 144,260 29,212 0 0 115,048 任期付 0.00 合計 1.90

2
8
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

需用費
就職相談会、研修等に係るポス
ター等印刷費等 1,250

区分（節） 内容 金額

扶助費
私立保育所等の保育士の処遇
改善 22,500 報償費

研修講師報償費
300

委託料
保育所巡回支援事業委託等

4,300

役務費
就職相談会、研修等に係る中吊
り広告等 1,500

負担金補助及
び交付金

保育士処遇改善事業補助金等
129,288

使用料及び賃
借料

就職相談会、研修等に係る会場
使用料 1,142

合計（Ａ） 22,500 合計（Ｂ） 137,780

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 115,280

主な
理由

平成28年度途中で開始された保育士処遇改善事業が平成29年度は年度当初
より実施されるため


	こども未来部
	子育て支援課
	児童福祉課
	こども育成室
	待機児童緊急対策室


